
1 

総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第 62回） 

 

日時 令和６年５月 29日（水）10：00～12：57 

場所 オンライン開催 

 

１．開会 

 

○日暮新エネルギー課長 

定刻になりましたので、ただいまより総合資源エネルギー調査会再エネ大量導入・次世代

電力ネットワーク小委員会（第 62回）会合を開催いたします。 

本会合はオンラインでの開催とさせていただきます。もし何かトラブルやご不明な点な

どございましたら、事前に事務局より連絡させていただいたメールアドレス、連絡先までお

知らせください。 

本日は、安藤委員、大橋委員、桑原委員がご欠席です。 

それでは、山内委員長に以後の議事進行をお願いいたします。 

○山内委員長 

 承知しました。 

 それでは議事に入りたいと思いますが、まず資料の確認、これ、事務局でお願いいたしま

す。 

○日暮新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

配付資料一覧にありますとおり、議事次第、委員等名簿、資料１、今後の再生可能エネル

ギー政策について、資料２、再生可能エネルギーの長期安定的な大量導入と事業継続に向け

て、資料３、電力ネットワークの次世代化、資料４、需給調整市場に関する状況について、

資料５、系統用蓄電池の現状と課題をご用意しております。 

 

２．議題 

（１）今後の再生可能エネルギー政策について 

 

○山内委員長 

 ありがとうございました。よろしいですね。 

 それで、今日は、議事次第にありますように、五つ議題があるんですけれども、これ、三

つに分けてやりたいと思います。最初のところで、今後の再生可能エネルギー政策、これ、

資料１ですかね、それから、２番目に再生可能エネルギーの長期安定的な導入、これ、資料

の２ということになって、それを一つずつやりたいと思います。それで、それ以下のところ、
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電力ネットワークの次世代化、それから需給調整市場、それから系統用蓄電池、これをまと

めて３番目の議題として行いたいというふうに思います。それぞれについて、事務局の説明

と質疑応答とさせていただきます。 

それでは、早速ですけれども、事務局は資料１についてお願いいたします。 

○日暮新エネルギー課長 

 事務局でございます。山内委員長、ありがとうございます。 

資料１、今後の再生可能エネルギー政策について、できるだけ簡潔にご説明したいと思い

ます。 

２ページ目ですが、本日ご議論いただきたい事項です。第６次のエネルギー基本計画では、

再エネについて、電源構成比 36～38％の目標、Ｓ＋３Ｅを大前提に、主力電源化を徹底、

再エネ最優先の原則で取り組む。国民負担の抑制、地域との共生を図りながら最大限の導入

と、こういうことが第６次エネルギー基本計画で方針として位置づけられてきてございま

す。 

こうした方針の下で各種取組①、②、③と、これ以外にも様々な取組を進めてきてござい

ます。 

三つ目のポツですが、この第６次のエネ基の策定から約３年が経過する中で、今月 15日

に総合エネ調基本政策分科会が開催されまして、次期エネルギー基本計画の策定に向けた

検討が開始されたという状況でございます。 

本日の小委員会では、こうした状況の中で、特にこの再生可能エネルギーについて、これ

までの取組状況、各電源の導入の進捗状況をご確認いただきながら、2030 年及びその先も

見据えた形で、各電源のさらなる導入に向けた検討の方向性について、ご議論いただきたい

と思います。また、各省庁における施策のフォローアップ、これについても行いたいと考え

ておりますが、その方法についてもご議論いただきたいと考えてございます。 

初めに、今の導入状況、３ページ目以下、整理してございます。 

４ページ目でございます。目標の 36～38％に向けて、足元、2022年度では 21.7％に拡大

しているという状況でございます。 

５ページ目です。23年度 11月末時点で運転開始した設備は約 7,700万ｋＷ、認定容量の

約 78％に上ります。このうち、太陽光発電が約 88％を占めるという状況でございます。認

定量で見ますと、約 9,900万ｋＷ。このうち、太陽光が約 75％を占めるという状況です。 

６ページ目に、説明は割愛しますが、各国の電源構成の比較を添付してございます。 

７ページ目以降、各電源の横断的な論点を記載してございます。本委員会、審議会で何度

も議論しているテーマでございますので、個々の説明は割愛しながら進めたいと思います

が、８ページ目のとおり、2024 年４月に施行した再エネ特措法に基づきまして、特に地域

との共生、事業規律の強化に向けて、説明会の実施や、関係法令違反については交付金の一

時停止措置など、そういう形で、特に厳格に対応していくという方向性を盛り込んでござい

ます。詳細な中身については、９ページ目、10 ページ目、資料を改めて添付してございま
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す。 

また、12 ページ目以降、再生可能エネルギーの電力市場への統合という方向性を進めて

いくために、ＦＩＰ制度、2022年４月に開始をしてございます。 

13ページ目のとおり、2024年２月末時点のＦＩＰの認定量ですが、新規・移行合わせま

して、約 1,507ＭＷ、1,036件という状況でございます。昨年 10月から比べますと、容量ベ

ースで 1.5 倍、件数は 3.8 倍と着実に進んでおりますが、まだまだより進めていく必要が

あるという状況でございます。特に、新規認定では水力、移行認定ではバイオマスの利用が

多い傾向がございます。 

14ページ目、少し規模別の状況を参考までにつけてございます。 

15 ページ目以降、電力ネットワークの次世代化についてでございます。改めてネットワ

ークについては、資料３として議題を用意してございますが、16 ページ目、再エネの大量

導入のため、あるいは電力のレジリエンスのためにも系統整備が必要ということ。 

17ページ目、マスタープランということで、広域連系系統のマスタープラン、2023年３

月 29日に公表・策定しているということでございます。 

18ページ目、本委員会でもご報告しております海底直流送電、また 19ページ目、全国調

整スキームなどについても進めてきてございます。 

また、20 ページ目でございます。再エネ特措法の、今回の一部の中にも盛り込んでござ

いますが、系統整備費用について、着工時点から初期費用に係る資金調達が可能とする環境

整備を進めてございます。 

また、地域間連系線と地内基幹系統の整備、21ページ目、22ページ目。この辺り、また

資料３の中で詳細をご説明したいと思います。 

25ページ目、ＧＸの議論、現在始まってございますが、ＧＸ実行会議、24年５月 13日、

今月 13日、開催されてございますが、ＧＸの産業立地という観点からも、新たなエネルギ

ーの供給、送電線の整備状況を踏まえた産業立地の在り方。また、右上の四角囲みですが、

大口需要家であるデータセンターなども踏まえた送電線の整備などについても審議を開始

してございます。 

例えばということで、26 ページ目のとおり、一部の一般送配電事業者の取組としてのウ

ェルカムゾーン、こういったことについても、参考までに資料を添付してございます。 

27ページ目以降、蓄電池について記載してございます。 

28 ページ目、国際的なエネルギー貯蔵、ニーズが高まってございまして、ＩＥＡのデー

タを添付してございますが、2050年カーボンニュートラルのシナリオで、2030年には 23年

の６倍にこの蓄電池の導入が進んでいくと。 

世界全体で見ますと、この調整力ですね、世界全体で 2030年に２倍、2050年には 4.5倍

という予測もございまして、非常に蓄電池、エネルギーの調整力としての期待、今後の見込

みということを一部の国際機関の推計を記載してございます。 

29 ページ目、現在の取組状況でございます。特に系統用蓄電池ですね、電力システム全
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体の需給変動への対応に活用されているという中で、二つ目のポツですが、2021 年度から

補助金により系統用蓄電池の導入を支援してございまして、約 27 件の実績がございます。 

また、電気事業法の改正も行いまして、１万ｋＷ以上の系統用蓄電池から放電する事業を

「発電事業」として位置づけて、他の発電事業と同様の規制を課すこととしてございます。 

また、脱炭素電源オークション、実施してございまして、系統用蓄電池を支援対象とし、

第１回、初回のオークションでは、約 109万ｋＷが落札されたという状況でございます。 

このほか、ビジネスモデルの確立、接続環境の整備、収益機会の拡大などの取組というこ

と、接続の円滑化などを進めてきてございます。 

30 ページ目以降、今申し上げた点についての参考資料を添付してございます。補助金に

よる導入支援が 30ページ、電気事業法における蓄電池の位置づけ、31ページ、容量市場に

おける現在の蓄電池の状況、そして長期脱炭素オークションの第１回の入札結果。 

34 ページ目、蓄電池の今の導入状況でございます。接続検討受付が約 4,000 万ｋＷ、契

約申込みが約 330 万ｋＷということで、23 年５月末、昨年５月末時点と比べて約３倍に増

加と大きく伸びているという状況ございます。 

35ページ目、36ページ目ですが、第 51回系統ワーキング、先日行いました系統ワーキン

グの資料、導入促進に向けた今後の課題などを整理してございます。 

37 ページ目以降、本日の本題になってまいりますが、各種の電源別についての足元の状

況、論点、事務局として整理したものを記載してございます。 

まず、各電源ごとということで、38ページ目、太陽光でございますが、導入目標が 103.5

～111.7ＧＷというものに対して、足元の導入量は 73.1ＧＷという状況でございまして、

2019年度末から昨年 12月末までに、追加導入案件 17.3ＧＷということでございます。 

このほか、ＦＩＴ／ＦＩＰによらない太陽光の発電事業というものも現在出てきている

という状況です。 

39 ページ目、年度ごとに足元の状況をグラフにしてございます。導入量では、直近では

約５ＧＷ／年程度の追加導入が見られますが、認定量で言えば、足元、少し減ってきている

という状況がございます。 

他方で、この推計の結果、ＦＩＴ／ＦＩＰによらない追加導入というのが 0.5ＧＷ程度確

認されている状況でございます。 

40 ページ目、このＦＩＴ／ＦＩＰによらない再エネの導入が今後見込まれる中で、この

導入の捕捉ということが重要な課題となってきてございます。 

現在、一般送配電事業者から報告された系統接続容量や省エネ法の定期報告を用いて対

応しているところでございますが、右下の四角囲みのとおり、今後の推計の精緻化というこ

とが非常に重要になってくるというふうに考えてございます。系統逆潮流量を一般送配電

事業者の電事法上の定期報告の内容に追加をして、これを活用しながら進めていくという

ことや、24 年度以降の省エネ法の定期報告では、太陽光等の再エネの自家消費量の報告も

求めているところでございます。こうした取組を通じて、ＦＩＴ／ＦＩＰによらない再エネ
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の電源の捕捉の精緻化を進めていきたいと考えてございます。 

太陽光の論点、41 ページ目、整理してございます。足元の年間約５ＧＷのペースで導入

してございますが、目標の達成に向けては、今後６年間で 30～45ＧＷの導入、すなわち、

年間に直しますと５～7.5ＧＷのペースで導入を継続していくことが必要となります。 

一方で、国土面積当たりの太陽光の導入容量が主要国の中で最大級に至っている今、特に

地上型の設置型については、今後の導入余地となり得る適地が非常に課題になってくると

いう状況がございます。こうした適地の減少などを背景に、ＦＩＴ／ＦＩＰ制度の認定容量

の足元での減少が見られますが、ただ、導入コストの低減が進む中で、ＦＩＴ／ＦＩＰによ

らない事業を実施する形態も現れてきてございまして、これを今後増やしていく必要があ

るということでございます。 

今後の導入拡大に当たっての論点、記載してございます。 

（１）屋根設置太陽光です。比較的地域共生がしやすいという特徴、そして自家消費型で

導入されることで系統負荷の低いということも実現し得ると。屋根設置型の太陽光のポテ

ンシャルをさらに積極的に活用していくことが重要ではないかということでございます。 

その上で、まずは引き続き公共部門の屋根設置、あるいは工場・オフィス等の屋根への設

置の促進。そして、新築住宅６割という目標、2030 年ございますが、住宅の屋根への設置

の促進、そして施策の強化。そして、ペロブスカイトなどを活用した壁面や耐荷重性の低い

屋根への設置を進めていくということが重要になってくるのではないか、論点を記載して

ございます。 

また、42 ページ目、地上設置型の太陽光ということですが、地域との共生、これが大前

提として、これを進めていく上で必要になってまいります。また、ＦＩＰ制度も活用しなが

ら、主力電源に向けて、電力市場の需給バランスに貢献する電源として位置づけていくこと

が非常に大事になってくるのではないかと。また、2032 年以降の買取り期間が終了する中

で、適切な再投資、責任あるプレーヤーへの事業集約の促進、そして適切な廃棄・リサイク

ルの確保、こういった取組が重要になってくるのではないか。 

特に、地域との共生が非常に大事になってくる中での温対法に基づく促進区域、ポジティ

ブゾーニングの進め方、再生困難な荒廃農地の活用、営農型太陽光発電、そして公共インフ

ラのポテンシャルの活用、自家消費モデルの促進、ＦＩＴ／ＦＩＰによらないＰＰＡモデル

の活用などでございます。 

また、（３）次世代太陽光電池の社会実装ということで、軽くて柔軟という特性を生かし、

また、原材料のヨウ素が日本は世界第２位の産出量を誇ると、こういう特徴を踏まえながら、

国内での社会実装をどのように進めていくか、量産技術の確立、生産体制の整備、需要の創

出などでございます。 

本日、５月 29日から官民協議会を開催することとしておりまして、次世代太陽光電池の

導入目標や価格目標の策定、持続可能性やエネルギー供給の確保の観点を踏まえた課題と

対応の方向性、そしてＦＩＴ／ＦＩＰにおける新区分の創設の検討を含めて、今後の支援の
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在り方などについて、官民で広く議論・検討を行っていきたいと考えてございます。 

今申し上げました点について、参考となるデータ、改めて 43ページ目以降、添付してい

るところでございます。国土面積当たりの導入状況、43 ページ目、事業用太陽光の規模の

比較、44 ページ目、事業用太陽光の直近の入札状況、かなり平均落札価格が低下してきて

いるという状況でございます。46 ページ目、ＦＩＰ制度を活用した屋根設置太陽光の話、

47ページ目、ＦＩＰ制度を活用した蓄電池活用型太陽光の事例でございます。48ページ目

は需要家主導によるＰＰＡの活用などを添付してございます。49ページ目、50ページ目が、

この審議会にも経過を報告しております太陽光の廃棄・リサイクルに関する資料でござい

ます。51ページ目、52ページ目、53ページ目、先ほど申し上げました次世代太陽電池に関

する資料を参考として添付してございます。 

54 ページ目、先ほど申し上げました、本日から議論を開始します官民協議会の開催でご

ざいます。非常に幅広い協議会のメンバーにも参加をいただいておりまして、供給サイドの

みならず、需要の拡大ということをきっちりこの官民協議会の場でも議論をしていきたい

と考えてございます。 

以上、太陽光に関する論点でございました。 

55ページ目以降、風力についての論点でございます。 

56 ページ目、導入状況ですが、まず洋上風力は、2030 年の目標 5.7ＧＷに対して、昨年

12 月末時点における導入量と再エネ海域利用法に基づく公募済容量の合計は 5.1ＧＷとな

ってございます。 

洋上風力は、目標 17.9ＧＷに対しまして、昨年 12月末時点での導入量は 5.5ＧＷという

ことで、認定量は積み上がってございますが、未稼働量が 10.4ＧＷという状況でございま

す。 

論点について、57 ページ、記載してございます。洋上風力発電につきましては、着実に

案件形成が進んできてございまして、有望区域、準備区域も多数存在してございます。この

目標 5.7ＧＷに向けて着実に進展をしているという状況でございます。他方で、「洋上風力

産業ビジョン」で掲げた 2040年の 30～45ＧＷに向けては、この足元の状況では達成が非常

に見通せないという状況ございますので、その実現に向けて浮体式洋上風力発電のＥＥＺ

への導入拡大が重要となってくるというふうに考えてございます。 

風力発電につきましては、先ほど申し上げましたとおり、未稼働の容量が 10.4ＧＷに達

しているという状況でございます。これは陸上風車の設置に係る景観や環境への影響等に

対する地域への懸念が高まっているという状況がございます。これに適切に対応し、認定済

の未稼働案件が運転開始に至ることができるか、このことが非常に課題になっているとい

う状況でございます。 

導入拡大に当たっての論点、記載してございます。洋上風力、引き続き主力電源化に向け

た切り札として着実な案件形成を進めていきたいと。陸上風力については、地域との共生を

大前提として取組を進めていく必要があるということです。 
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具体的な①～⑥、記載してございます。再エネ海域利用法における案件形成の促進。浮体

式洋上風力発電の導入拡大、これは海域利用法の改正によってＥＥＺへ拡大していくとい

う法案、今国会に提出しているところでございます。また、安定供給・経済安全保障の観点

を踏まえた国内サプライチェーンの形成。④、特に陸上風力の関係でございますが、地域と

共生をするという観点から、これも温対法に基づく促進区域のポジティブゾーニングなど

の活用が論点になってこようかと考えてございます。環境アセスメントの効率化、そして系

統整備の促進、北海道本州間の海底直流送電など、この辺りが論点になってこようかと考え

てございます。 

58 ページ目以降は、今申し上げた点についての参考資料を記載してございます。洋上風

力発電の意義、58ページ目、現在の案件形成の状況ですが、59ページ目、ＪＯＧＭＥＣの

セントラル調査、これを進めてございます。60ページ目に記載してございます。 

61 ページ目、現在の政策の方向性ということを改めて整理してございます。案件形成、

研究開発・実証、ＧＩ基金の活用、そしてサプライチェーンの構築、ＧＸサプライチェーン

の補助金を活用しながら、戦略的な設備投資を進めているところでございます。また、人材

育成、非常に重要になってまいりますので、大学や高専などの教育機関、これと連携した人

材育成の枠組みを構築・支援をしているというところでございます。 

62ページ目、改めてＥＥＺへの拡大する法案の概要を添付してございます。 

63、64 ですが、足元では、サプライチェーン構築に向けた様々な動き、出てきてまいり

ます。こうした動きを広げて、2040年、産業界の目標ですが、国産比率の６割、この目標に

向けてサプライチェーンを強化していきたいと考えてございます。 

65 ページ目、グリーンイノベーション基金を活用しまして、浮体式洋上風力発電の実証

事業を進めてございます。６月上旬頃、ＮＥＤＯの第三者委員会を経て、右下に記載してお

ります４海域のうち、２海域程度、案件を採択する予定ということでございます。 

66 ページ目でございます。発電事業者などが協調して研究開発を進める欧州の取組など

も参考に、浮体式洋上風力の量産化技術の確立・低コスト化を目指して共通基盤の技術の開

発・社会実装に向けて取り組む組織として、国内の発電事業者 14社が集まって、今年の２

月に経産大臣の認可を受けて設立した技術協同組合、ございます。ＦＬＯＷＲＡと呼ばれて

おりますが、この技組を核にしながら、またマリコン・ゼネコン・材料／造船／重電メーカ

ーなどともタッグを組んで技術開発を推進していくと。そして、欧州を中心に米国等の有志

国とも連携をいたしまして、特に様々な国際標準、こういうことの検討も世界をリードして

いく形で産業基盤を構築していきたいというふうに考えてございます。 

67ページ目が人材育成支援事業の実施状況を添付してございます。 

また、68ページ目、陸上風力発電に係る環境影響評価の検討状況でございます。 

続きまして、70 ページ目以降、地熱発電についてでございます。2030 年導入目標 1.5Ｇ

Ｗに対しまして、昨年 12月末時点での導入量は 0.6ＧＷ、19年度末から 2023年 12月末ま

での間に、追加稼働案件は 0.01ＧＷにとどまってございます。 
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72 ページ目に論点を記載してございます。ＪＯＧＭＥＣによる先導的な資源量調査を実

施して、国としても資源調査を実施して、全国 82件実施してきてございますが、新規導入

量は少なく、足元の導入状況 0.6ＧＷと、先ほど申し上げましたとおりです。 

調査／掘削や地元調整などの事業開発に長期間を要するという中で、2030 年目標との関

係では、率直に申し上げまして、乖離が見られるという状況がございます。 

導入拡大に当たっての論点と。引き続きですが、開発リスク／開発コストの低減というこ

とを図りながら、地域共生、温泉事業者等との調整を図りながら導入を促進していくという

ことが重要ではないかと。ＪＯＧＭＥＣのリスクマネーの供給や地域との共生をした地熱

発電、温泉事業者との理解醸成、これについても温対法に基づく促進区域のポジティブゾー

ニングなどの活用。そして、技術開発としては、超臨界地熱発電の技術開発、そして地域に

裨益する事業モデルの横展開などが重要になってくることかと考えてございます。 

以降、同じように参考資料を添付してございます。 

73ページ目、経産省・ＪＯＧＭＥＣによる支援措置ということで、初期調査、探査、環境

アセス、事業実施というところから一気通貫して、様々な支援メニューをご用意してござい

ます。 

74 ページ目、先導的資源量調査ということで、ＪＯＧＭＥＣが地熱開発に必要な熱や地

質構造等を把握するための調査を全国で実施しているという状況がございます。 

また、76 ページ目ですが、超臨界地熱発電に関する研究開発につきましても、予算を計

上して進めているという状況でございます。 

78ページ目以降、中小水力発電の導入状況でございます。2030年目標 10.4ＧＷに対しま

して、昨年 12月末時点導入量 9.9ＧＷ、未稼働 0.3ＧＷとなってございます。 

19年度末から昨年 12月末までの追加導入量は 0.2ＧＷということでございます。 

79 ページ目でございます。二つ目のポツですが、開発地点が非常に山林の奥地化をして

ございまして、開発期間も長期化するという傾向がございます。目標の実現には、今後６年

間で 0.6ＧＷの導入が必要でございます。これまで直近４年間で 0.2ＧＷということでござ

いますので、これもスピードを上げていくことが目標達成に向けては必要ということでご

ざいます。 

論点ですが、開発リスク／コストの低減、農業等との地域関係者との共生がこれについて

も非常に大事になってくると。そして、既存設備の効率化による発電量の最大化など。そし

て、地域に裨益する事業モデルの横展開。地熱と同様に、こういうことが重要になってくる

ということでございます。 

80ページ目以降、様々な支援メニューなどを記載してございます。 

続きまして、バイオマスについて、85ページ目以降でございます。2030年の導入目標 8.0

ＧＷに対して、導入量 7.4ＧＷ、未稼働 3.4ＧＷとなってございます。 

86 ページ目、論点でございます。一つ目のポツですけど、目標に対して、導入量は達成

に近い水準の導入が実現してきているという状況ございます。 
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二つ目のポツですが、大規模事業につきましては、2017～18 年度頃には認定量、急増い

たしましたが、直近のＦＩＰの入札における入札量がゼロということで、近年は新規の案件

組成が見られない状況を継続してございます。 

中小の規模のものにつきましては、地域の木材等を利活用しながら、緩やかに継続的な導

入拡大が進んでおりますが、近年、燃料需給の逼迫、事業の安定継続などが課題となってい

るということでございます。 

論点についてですが、燃料費を含むコストの低減を図りながら、燃料の安定調達と持続可

能性の確保ということが、これを前提に進めていくことが重要ではないかと。そして、他の

再エネ電源とは異なり、バイオマスについては、燃料費がコストの大半を占めているという

構造的な課題もございまして、燃料需給の逼迫も見られる中で、長期安定的な事業をできる

のか、これを促す必要性が非常に大事ではないかと考えてございます。 

こうした観点から、①のような安定調達や持続可能性の確保、②ｋＷ価値や調整力を有す

る電源としての活用促進、コストの削減、廃棄物発電の導入拡大、地域に裨益する事業モデ

ルの横展開など、課題として掲げてございます。 

87ページ目以降、関係する参考資料を添付してございます。 

90ページ目、関係省庁による施策のフォローアップということでございます。 

91 ページ目でございます。前回のエネルギーミックスは、非常に意欲的な再エネの目標

を掲げてございます。これは政府が一体で、関係省庁が連携して取り組むことによって実現

が可能となってくるという位置づけの中で、各電源ごとに施策を強化しながら、再エネを伸

ばしていくというのが第６次エネルギー基本計画の中に位置づけられてございまして、関

係の施策とそれに対して担当する関係省庁ということを結びつけながら取り組んでいくと

いうこととしてございます。 

この関係施策の強化による今の取組状況、そして導入の状況について、こちらについても

フォローアップをしたいというふうに考えてございまして、92 ページ目のとおり、導入状

況、そして右側の四角囲み、エネルギーミックスの策定から現在まで、どういう形で取り組

んできているのか。さらなる導入拡大に向けての課題、そして今後の取組について整理をす

ると。そして、導入量の把握方法についても、どういう把握方法を取っているのか、この辺

りを整理した上で本委員会に、可能であれば次回の本審議会に報告できるように、関係省庁

にも依頼をしていきたいというふうに考えてございますが、このフォローアップの方法や

92 ページ目のようなフォローアップをする事項につきましてもご審議いただければと考え

てございます。 

説明、以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、議題の最初、これ、あれですね、再生可能エネルギーのオーバービューですか、

これについて皆さんでご審議いただきたいと思います。ご承知のように、エネ基の新しい段
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階、７次エネ基を今議論し始めたところで、７次エネ基では、再生可能エネルギーの役割と

か、期待とかというのは確実に大きくなるわけで、それを現状をまず踏まえて、どういうふ

うにしていくかということ。そんなことを念頭に置きながら、いろいろご議論いただければ

というふうに思います。 

議題２のほうで、実際に各プレーヤーでどういうふうにアクションしていくかというよ

うなことについて、詳しく議論することになりますけども、その辺も頭に入れながら、オー

バービュー、いろいろご意見いただければと思います。 

例によって、会議チャットで発言ご希望ということで、こちらにお知らせいただきたいと

思います。それで、こちらからご指名いたしますので、ご発言ください。どなたかいらっし

ゃいますかね。2012 年ぐらいに本格的に始めて、かなり再生エネルギー、進んだんだけれ

ども、やっぱり進んだところと進まないところ、あるいは問題がいろいろ出てきたところと

かってね、いろいろありますよね。これを乗り越えていかなきゃいけないというのが基本的

なスタンスだと思いますけど。いかがですかね。 

どなたかいらっしゃいますか。どうぞ岩船委員、ご発言ください。 

○岩船委員 

 ご説明ありがとうございました。 

 ここから、また一層の再エネを増やすというのは、なかなかお話を聞いていて、難しい問

題もあるなと思って聞いていました。特に、これまで先頭を走ってきた太陽光も、少し一旦

導入量も落ち着いていますし、新たな認定等もあまりないということであると、ここから今

の 2030年目標の実現もなかなか厳しいものがあるかもしれないという状況で、ただ、建物

への設置は着々と進めていくべきだと思いますし、次回に、例えば国交省さんからですかね、

具体的な数字が出るかもしれないんですけれども、新築住宅への太陽光の導入がしっかり

進んでいるかとか、そういうところはチェックしていくべきかと思いました。 

 私が申し上げたかったのは、その中で再エネを増やせるとすれば、やはり風力かなと思う

んですけれども、洋上風力は着々と進めているし、あとは浮体の開発というのは、まだ少し

コストの面からも不確実性がある中で、陸上の風力は、技術的には確立しているんですけれ

ども、やはり最近、自治体さん、地域からの反対が多くて、様々な計画がとん挫していると

いうことをよく聞きます。再エネとしては、非常に期待度は高いんだけれども、地元の反対

でとん挫しているという状況の中で、もう少し地域に陸上風力の導入の効果が裨益するよ

うな仕組みというものを検討できないだろうかというのを思います。洋上だけに頑張って

いくという方針も分かるんですけれども、やはり幾つかオプションはあったほうがいいと

思いますので、陸上風力に関しても、まだ適地が残されていると思いますので、ぜひご検討

いただければと思いました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 
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次の発言者、長山委員、どうぞ。 

○長山委員 

 よろしくお願いします。 

 ３点ありまして、42ページとか 57ページに地域と共生したポジティブゾーニングの活用

というのがあるんですけども、2023 年５月のニュースだと、９自治体のみだったんですけ

ども、今年の４月末の環境省のレポートですと、32 自治体まで促進地域が広がっていると

いうことなんですね。ただ、日本には 1,700の市町村がありますので、まだ２％ぐらいなの

で、もし想定よりも進んでいないとするならば、適切なゾーニングのインセンティブ付与な

りサポートが必要ではないかなと思いました。これが１点目ですね。 

 ２点目が 40スライドで、ＦＩＴ／ＦＩＰによらない、これに関係するんですけども、最

近、オフサイトＰＰＡ等々も北海道等が増えているんですけども、蓄電池を入れない場合は、

ﾃﾞﾅﾘで売って、例えば 13円とか、ｋＷｈとかなんですけども、もし蓄電池をつけて、タイ

ムシフトＰＰＡという新しいビジネスモデルができているようで、夜間太陽光ということ

で、夜、太陽光にして売れば 20円ｋＷｈとか、数字は適当なんですけども、そういったよ

うな技術モデルの支援というのもあるんではないかなと思いました。 

 あと、最後、33 スライド目で、これは要望なんですけども、長期脱炭素電源オークショ

ンで、蓄電池メーカーさんがかなり受注されているんですけども、名前をＵＲＬで、ホーム

ページに入れてもよく分かんなくて、どういう会社さんなのか分からないケースもありま

すので、エネ庁さんのほうで受注者さんリスト、どういう事業をしているのかとか、そうい

ったようなことも紹介してくださればいいかなと思いました。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山内委員長 

 よろしいですかね。後ほど回答いただきます。 

 次は松本委員、どうぞ。 

○松本委員 

 ありがとうございます。 

 2030 年に向けて、再生可能エネルギー電源の導入目標を実現するため、政策の方向性を

お示しいただきまして、ありがとうございます。全体として、事務局が示された方向性に賛

成しておりますが、その上で幾つか質問とコメントをさせてください。 

 まず、４ページですが、再エネ導入量が大幅に増加したとありますけれども、５ページの

2023年度の導入量、12月までなので年度合計ではありませんが、大きく落ち込んでいるよ

うに思われます。もしそうだとすると、この要因はＦＩＰ制度への移行と関係しているので

しょうか。再エネの今後の継続的な導入拡大の実現において気がかりですので、確認させて

ください。 

 次の質問は、９ページの改正再エネ特措法についてお伺いします。４月から説明会の開催

がなされており、事業規律の観点から、成果が出ていると期待しておりますが、説明会の開
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催が実際スムーズに実施できているのかなど、対象となった事業者や関係者に対して、その

状況や運用課題のフォローアップをしておくことが有効ではないでしょうか。ご検討くだ

さい。 

 次に、電源別の論点で、まずは太陽光発電について、コメントしたいと思います。2030年

目標実現のためには、年間５～７ＧＷのペースで導入していくことが必要になる一方、導入

適地が減少していることや、一部の地域においては地上設置型の太陽光発電設備での地域

共生の課題が生じている現状があるかと思います。 

 そのため、41 ページと 42 ページの 2030 年目標に向けた進捗と論点は非常に重要だと思

っております。この中で、42 ページに示されている壁面や耐荷重性の低い屋根への設置が

期待されているペロブスカイト太陽電池は、国際的に開発競争が活発化しておりまして、52

ページのペロブスカイト太陽電池の研究開発状況にあるように、グリーンイノベーション

基金の一部の対象企業では、当初の計画より製品の市場化を前倒しして、2025 年度の市場

化を目標に開発を進めている状況かと思います。 

 53 ページの次世代太陽電池の今後の政策の方向性に示されておりますが、まずＦＩＴ制

度で支援していくために、適切な買取り価格の設定や条件などの導入促進策を政府、有識者、

事業者との間で議論を進めていただきたいと思います。 

 次に、風力発電の政府の推進策について、異論はございませんが、１点質問させてくださ

い。今年３月 12日、洋上風力発電の設置場所を現行の領域内からＥＥＺに拡大する再エネ

海域利用法の改正案が閣議決定されまして、62 ページに示されているように、ＥＥＺに設

置される洋上風力発電設備について、長期間の設置を認める制度が創設されました。洋上風

力産業ビジョンでは、2040年に浮体式も含めて 30ＧＷ～45ＧＷの洋上風力の導入目標が設

定されておりますけれども、浮体式洋上風力について、明確な導入目標は設定されているん

でしょうか。それとも、まだ現在、実証事業を進めている段階ですので、明確な導入目標は

設定されていない状況でしょうか、教えてください。 

 最後に、地熱発電について１点質問があります。72ページの 2030年目標に向けた導入拡

大に当たっての論点の②、地域と共生した地熱発電の導入促進、温泉事業者などとの理解醸

成とありますが、温泉事業者などの同意を得ることは、地熱開発における大前提になるかと

思います。現在は、事業者が温泉事業者などの同意を得るために、説明会や対話を行ってい

ると思いますが、政府も今後は関わるのでしょうか。例えば洋上風力発電については、地域

協議会が設置されて、選定事業者と地元自治体や漁業関係者との間で対話を行い、地方創生

にも資する発電事業を目指しております。地熱発電について、温泉事業者などの理解醸成を

進める上で、政府として今後どう対応されるのか、教えていただけますでしょうか。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 次は神山委員、どうぞ。 
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○神山委員 

 山内委員長、ありがとうございます。神山でございます。 

 事務局におかれては、幅広いお取りまとめをどうもありがとうございました。その上で、

３点ほど申し上げたいと思います。 

 まず、42 ページの地上設置型太陽光でございますが、これまでどうしても事業者主体で

進めてきたのですが、本来は温対法に基づく促進区域のポジティブゾーニングが自治体に

よって行われて、その情報を公開して、自治体が競争原理を活用して、より当該地域にふさ

わしい事業者と共に再エネ促進を推進していくということになるはずです。ですので、自治

体に促進区域の指定によるポジティブゾーニングに積極的にご尽力いただけるように、今

も働きかけていただいていると思うのですが、この辺り、ぜひより一層働きかけていただく

とともに、促進区域を設定することのインセンティブを付加していく試みも検討する必要

があると存じます。 

 同様に、56 ページの陸上風力もですが、こちらは岩船委員からもご指摘ございましたけ

れども、地域のコンセンサスが得づらいという点が大変大きいと存じます。ここに自治体が

尽力できる余地はないのかというふうに考えておりまして、環境影響評価の進捗のウェブ

サイトというのも私はよく拝見しているんですけれども、現在、未稼働量が 10.4ＧＷとい

うことで、やはり大変気になっておりまして、大臣意見や知事意見で厳しめのものが出され

た後に、やっぱり事案が動かなくて、その後、数年後であったり、いつの間にか「撤退」や

「計画廃止」という決定がしばらくたってから公表されるというふうに至るということも

少なくないですね。そこで、せっかく意欲ある事業者が手を挙げていただいているわけです

ので、ある意味もったいないなというふうにも思っていますので、そうした意見等でクリア

すべき点が明示されているということであれば、縮小であったり配慮策など、それらがクリ

アできるように、自治体との協議であったり、協定締結であったりとかの機会を設けられな

いのかと思います。要するに事業者の方が注目できるような風況が良好な場所、地域である

ということでありますので、促進区域候補とするなどして、自治体から何らかの働きかけが

できないのかなというふうに思っております。ご検討いただければと存じます。 

 また、86 ページのバイオマス発電についてなんですが、こちらは、質を上げていくとい

うことが重要な局面になっているかと思っています。それで、卒ＦＩＴ後なんですけれども、

安定的な燃料確保ができない場合、もしや石炭燃料に戻るということがあるかもしれませ

ん。先般のＧ７気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケで、対策を取らない石炭火力発

電対策において日本が幾分後れを取っているという状況でございますので、石炭燃料利用

に戻ることがないように、ぜひ前もっての是正が必要だと存じます。 

 また、海外由来の燃料を活用するというものもございまして、こうした事業が脱炭素に貢

献するのか、持続可能なのか、さらに言えば、地域に裨益するのかという点では、やっぱり

疑問もございまして、こうした事業への交付金の措置も、やはり同様でございます。幸い利

用している燃料の割合で交付金割合を決定するということも可能になりますので、例えば
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ある程度の年限を定めて、それ以降は国内由来ではない原材料による割合分の交付金措置

というのも見直していくなどの措置を取ることを検討してもよいのかなというふうには思

っております。と申しますのも、足元では国内の複数の原材料ですね、要するに純度が高く

ない地域素材の原材料を利用するようなバイオマスというものも開発が進められておりま

すので、ぜひ地域循環を基本とできるようなバイオマス事業により厚く支援できるような

仕組みを取っていただければと思っています。 

 最後に、92 ページのフォローアップの方法の検討ということですが、評価方法は、大変

重要であると思っております。政策評価法でも、「必要性、効率性または有効性の観点、そ

の他当該政策の特性及び政策間の統一性、統合性」というふうに明示されております。今回、

定性評価から定量評価へ変えられるということなんですが、目標値が定量で出ておりまし

て、方向性が定まっているわけですので、定量評価になじむと考えております。 

 また、当該政策の特性という部分を勘案されたのかなと思うんですが、こちら、記載例の

右下のところなんですけれども、この施策の特性を踏まえますと、事業への試みですよね、

実装への試みの中で知見が蓄積されてきているという点がございますので、今後というと

ころ、課題や克服すべき点の明確化によって、どの程度の上積みが可能かという予測が重要

になりますので、この点も踏まえて、引き続きご尽力いただければと存じます。 

 ありがとうございました。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は高村委員、どうぞご発言ください。 

○高村委員 

 山内先生、ありがとうございます。 

 ３年前のエネ基の議論と比べて、やはり再生可能エネルギーもそうですけれども、エネル

ギーも企業を取り巻く環境も非常に大きく変わっていると思っていまして、特に、やはり再

生可能エネルギーを含む脱炭素エネルギーにどう転換していくかということが企業の評価

あるいは競争力に関わる問題になってきている。それを今、ＧＸの方針あるいは戦略、そし

てＧＸ推進法、電源法、法整備もしながら、気候変動対策でもあるわけですけれども、産業

政策として進めていらっしゃると思っていまして、それを実現を可能にするエネルギーシ

ステム、エネルギー政策、どうしていくかという課題なんだと思います。 

 今日の資料の中で、30 年、その先も見据えた導入の検討の方向性と、それから関係する

省庁の施策のフォローアップを行っていく際のフォローアップについてということで論点

を出していただいていると思いますけれども、幾つか私も申し上げたいと思います。 

 再エネのどの電源も非常に重要なんですけれども、特に、やはり大量に導入をしていくポ

テンシャルという意味でいくと、太陽光風力、特に洋上風力の施策というのを念頭に発言を

させていただこうと思います。 

 一つ洋上風力については、ぜひ導入の拡大加速のために、さらにどう施策が取れるかとい
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う検討はぜひお願いをしたいと思っていまして、これ、今ＥＥＺ、領海を超える海域での洋

上風力事業の展開を可能にする法律の整備、それからアセスメントを進めていただいてい

ると思いますが、やはり送電網の整備、あるいは、場合によっては負担の在り方も含めて、

事業環境の整備をどうしていくかという点は、さらにやはり検討が必要な点かと思います。 

 ２点目が、再生可能エネルギーの中でも、特に太陽光に関わってくると思いますが、本日

示していただいたように、太陽光を大きく 2030年に向けて増やす目標、目安を現在のエネ

ルギー基本計画の下で持っているわけですが、やはりさらに従って、少なくともそれに向け

て、今の導入量をさらに拡大していかないといけない状況にあるということは、本日事務局

からご説明があった点だと思います。 

 その上で、次の議題に関わってくると思いますけれども、地域共生型の再エネ導入を進め

ていくということが大前提の上で、やはりさらにポテンシャルを見たときに、可能性のある、

そのポテンシャルと同時に、便益の大きい、そうした分野があると思っていまして、ぜひ検

討いただきたいところであります。 

 一つはインフラを活用した再エネの導入です。これ、実は山内先生が部会長をされている

国交省の温対計画のフォローアップのところで、国交省さんもこの間の進捗について、資料

を出していただいているんですけれども、やはり空港、港湾、道路、鉄道、水力に関してい

うとダム、それから上下水道等々ですね、インフラをうまく活用していくということが再エ

ネをさらに増やしていく上での一つの重要なエリア、分野ではないかと思います。2021 年

の今のエネ基、温対計画をつくったときに、空港分野については、しっかりポテンシャルを

把握してもらって、目標を立てて、2030年 2.3ＧＷですね、官民連携のプラットフォームを

含む施策をつくって進めていただいて、空港について随分、特に先進的な空港で進んできて

いると思います。そういう意味では、こうしたインフラについて、これ、ぜひヒアリング、

フォローアップの際に、これらのインフラを使った再エネについて、どれぐらいのポテンシ

ャルが見込めるか、あるいは目標があれば、どういう目標か、あるいは目標の検討をされて

いるかどうか。30 年、あるいはその先の施策で検討されている内容について、ぜひフォロ

ーアップのところで伺いたいというふうに思います。これが一つ、非常に重要なポテンシャ

ルを持っているエリアだと思っております。 

 それから、二つ目が、これも広い意味ではインフラと言っていいと思いますけれども、岩

船委員もおっしゃいましたでしょうか、住宅建築物を活用した、あるいは住宅建築物一体型

の再エネ導入、これは主に念頭にあるのは太陽光だと思いますけれども、やはりこれをどう

やってさらに進めていくかというのが二つ目の非常に大きな施策分野ではないかと思いま

す。2021年の現在のエネ基と温対計画の下では、新築戸建ての６割ということを 30年目標

に掲げていただいていますけれども、これを具体的に今どういう進捗にあって、どういうふ

うに達成するのか。それから、同時に地方自治体、東京都や川崎市などで、いわゆる住宅建

築物を活用した再エネ導入について、条例を整備して対策を進めている自治体もあると思

います。これ、省エネ委員長の田辺先生のやつもご一緒しておりましたけれども、例えば東
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京都でいけば、新築建築物を供給する側の施主ではなく、供給する事業者に一定量の導入目

標を持ってもらって、置けるところ、置けないところ、施主の方の意向等もあるので、一定

のエリアでフレキシビリティを与えながら、事業者単位で設置目標を達成してもらう仕組

みを入れています。これ、東京都で議論をしたときに、もちろん気候変動対策、ゼロカーボ

ンの対策ではあるんですけれども、特に日本の場合、地震も含めて災害が起きたときに、そ

の地域にやっぱり一定の電源を持っておくことの重要性、地域のレジリエンスの観点とい

うのが非常に重視された施策です。これは恐らく日本のどの地域でも、多かれ少なかれある

と思います。 

 あわせて、これ、中小企業をはじめとするエネルギー価格の高騰に、電力価格の高騰・変

動に対して、自家消費型の電源を持つことで事業コスト、経営を助けるという側面も帯びた、

そういう意味では産業政策的な意味合いも帯びた施策です。今、東京都、川崎市等のお話を

しましたが、実は多くの自治体さんから、やはり国として、もっと住宅建築物を活用した施

策を取ってほしいという声を聞いております。補助金はもちろんあるのは知っていまして、

重要なんですが、さらに踏み込んだ新築・改修あるいは既築対策をご検討いただけないかと

いうふうに思います。 

 一つ、省エネ法の 2022年改正で、非化石エネルギーへの転換について、促す計画の策定

等が事業者に求められていますけれども、幾つかの事業者さんから、これを契機にして、実

は屋根置きの太陽光、空いている敷地を活用した導入を行った、あるいは計画しているとい

うお話も伺っております。そういう意味で、何かうまく促していく方法がないかという点に

ついて、ぜひご検討いただきたいと思います。 

 それから、すみません、最後ですけれども、もう一つの重要なところが、やはり農地だと

思います。これは営農、食料安全保障との関係は重々承知をしながらですが、一方で、農業

者が営農しながら進める、農地を活用した再エネ導入というのを、むしろめり張りを効かせ

て促進をしていくことが必要ではないか。これは自治体からも、先ほど温対法の促進区域の

ところでも、そうした形の促進区域をつくってほしいという要望を出している、県に対して

出している自治体もございます。これ、フォローアップとして、ぜひ農水省さんも、みどり

の食料システム戦略の中で、農林水産業のゼロエミッション化、再エネ導入というのをうた

っていらして、ぜひ、この施策がどういう状況にあって、具体的にこれをどういう目標を持

ってやっていらっしゃるのかというのを、ぜひフォローアップのときにお伺いができると

ありがたいと思います。 

 あわせて、そういう、実際に営農しながら、地域で農地を使った再エネ導入をされている

事業者や地域の方、これは脱炭素先行地域にも選ばれているところはありますので、お話を

伺ってはどうかというふうにも思います。そうした形で、ぜひフォローアップの中で、こう

した省庁間の連携が必要な分野で、ポテンシャルの大きなところについて、ぜひ深掘りする

議論をお願いしたいというふうに思います。 

 以上です。 
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○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 次は小野委員、どうぞご発言ください。 

○小野委員 

 ありがとうございます。 

 再エネ比率 36～38％という 2030年ミックスの達成には、依然として高いハードルがある

ということを再認識いたしました。次期エネルギー基本計画の議論に当たり、まずは、先ほ

ど高村委員も指摘された通り、今後の各省庁による施策のフォローアップ等を通じて、直面

する課題を踏まえ、2030 年に向け、必要な施策について、さらに分析を行っていただきた

いと思います。その際に、バックアップコスト等を含む経済性等も併せ、分かりやすく提示

することが必要と考えます。 

 また、ＰＰＡなど、ＦＩＴ／ＦＩＰ制度によらない再エネ電源の拡大の推進と併せ、その

導入量を正確に捕捉することが重要と考えます。現在は、系統接続済容量や省エネ法の定期

報告から推計していると理解しておりますけれども、今後、家庭用をはじめ、自家消費型太

陽光発電の拡大も想定される中で、導入量を過小評価することがないよう、さらなる精緻化

を求めたいと思います。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は村上委員、どうぞ。 

○村上委員 

 全体が俯瞰できる資料、ご説明をどうもありがとうございました。私からも幾つか申し上

げたいと思います。 

 まず太陽光ですけれども、年間５ＧＷをこれからも継続していく必要がある中で、最近、

入札案件が減ってきているというご指摘がありました。適地が減少しているということを

述べられていましたけれども、系統につなぐコスト負担や出力抑制による稼働率の見通し

が立たないといった、予見可能性がないことも課題だと聞いていますので、その辺りの対策

が急がれるのではないかなと思います。 

 それから、高村委員もおっしゃいましたけれども、屋根置きの太陽光発電は、設置者にと

ってもとてもメリットが大きいことなので、もっと新築住宅への太陽光発電設置、推進する

施策の強化が必要だと思います。東京都、川崎市のような先行事例を踏まえて、全国レベル

に国が展開していくことも必要なのではないかなというふうに考えます。 

 私は、日常の活動の中で、気候市民会議というのを開催しておりまして、市民の声をよく

聞いているんですけれども、そもそも、太陽光発電を設置しても、補助金がなくても元が取

れるぐらいのものなんだということを知らない方が多かったり、それから屋根貸しなど初

期投資がなくても設置する方法があることを知らなかったりします。そういうことを知る
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と、市民は安心して相談できる、話が聞ける場所が欲しいというようなことを提案されます。

それから、新築だけではなくて、改修のときにも、例えば耐震とかを検討するときに、太陽

光発電も併せて検討するみたいなことを、事業者さんからでも促していただけるような仕

組みがあると、市民がそれを考えるきっかけになるということもあり、様々な施策がここに

はまだまだ必要だなというふうに感じております。ぜひご検討いただければと思います。 

 次に風力ですけれども、洋上風力の拡大が進んでいることや、それによって、国内の様々

な産業が連携して、発展につながっていくというような、希望が持てるビジョンを伺って、

とてもうれしく思っております。一方で、岩船委員もご指摘されていたように、陸上風力の

導入状況に関しては、未稼働量が大きいことがとても気になっています。地域では、風力開

発に対して様々な悪影響があって反対が大きいということは、今日もご指摘されていたと

おりだとは思うのですが、それ以外の制約もあるのではないかと思いまして。例えばアセス

の方法だったり、系統連系のコストの負担だったり、そういう、その他の要因というのも把

握されているのか、もし把握されているなら、その対応が必要ではないかなというふうに思

いました。 

 それから、バイオマスに関してですけれども、これは神山委員がご指摘された、ＦＩＴ期

間が終わった後、石炭火力に切り替えるような可能性だってあるというご説明を事前に伺

ったんですけれども、そういうことを事前に禁止できる措置ができるのであれば、ぜひそれ

はすべきだというふうに思いました。神山委員の意見に賛成したいと思います。 

 最後、フォローアップの方法に関してなんですけれども、導入量の目標や進捗、その見通

しを伺う際、それに加えて、導入済みのところが、ちゃんとそれを継続していけるだけの経

営面の見通しが立っているのか。次の議題にも関わってくると思うんですけれども、せっか

く設置したのに、ＦＩＴ期間が終わってしまうと、それが放棄されてしまうようなリスクに

関しても、もし把握しているなら、お伺いできるといいなというふうに思いました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は江崎委員、どうぞ。 

○江崎委員 

 どうもありがとうございます。 

 趣旨に合っているかどうか、ちょっとあれですけども、ここに書かれている電源に関して

は、あまり、この線で進めざるを得ない、頑張らなきゃいけないと思いますが、それよりも、

むしろ今後の政策等から考えると、やっぱりカバーされているのが発電と送電と配電とい

う、典型的にウオーターフォールのサプライチェーンの話しか計画の中に入っていないと

いうのに、非常に問題というか、次のフェーズとしては、サプライチェーンじゃなくて、や

っぱりネットワークとして、このネットワークって、系統のネットワークではなくて、発電・

送電・配電・需要家というところが、サプライチェーンではなくて、ちゃんとネットワーク
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として対話をしながら動いていくという、特に省エネ委員会でデマンドコントロール可能

な需要家というところを含めたところで、ネットワーキングしていこうということになっ

ていますし、その辺りは、当然、需要家が持っている蓄電、持つ、あるいは持っている蓄電

機能というのを、どういうふうに連携させるかというようなところが入ってこないと、非常

に、これ、目標達成も厳しいんじゃないかなという気がしています。つまり、やっぱり今の

サプライチェーンの議論だけじゃなくて、需要家を含めたデマンドコントロール可能なネ

ットワークというところに入っていくと、今日の話題でもある蓄電とかという話は、その中

に当然入ってくるということがあるんじゃないかなというふうに思います。 

 それから、特にデジタル技術を使った需要家側の効率化というところを、やっぱりもう一

つ出していく必要があるんじゃないかなというふうに思います。当然、送配電のシステムに

対しての全国レベルでの効率化というのは、精力的に進めているわけですけども、これに加

えて、やっぱり需要家側のエネルギープロダクティビティを上げることによって、ネットワ

ークとしての連携と、トータルのフットプリントというのを下げていくというようなこと

が、当然ながらデマンドコントロールという形でできていくことにもつながるので、やっぱ

りエネルギープロダクティビティというキーワード、いろんなところで、ヨーロッパもたく

さん使っていますけど、これはちょっと入れたほうがいいんじゃないかなというふうに思

います。 

 それと関連をして、やっぱりこの中でも議論が何回か出てきましたけども、大規模な需要

家の再配置と新設置に対するための誘致のためのインセンティブと、それに迅速に対応で

きる環境整備というのが非常に重要ではないかというふうに思います。私自身、データセン

ターの業界とはやっていますけども、結局、データセンターを持ってこられる場所というも

のの環境整備というのが間に合わないので、再生可能エネルギーのところに持っていけな

いというところが実は多分にあると。そうすると、そういう再配置に向けた、やっぱり迅速

な対応が可能なレギュレーションを含めた環境整備というのが非常に重要で、それができ

れば、大規模事業化の再配置とか、それから新設置というのが、多分、誘導できるんじゃな

いかなという気がしていますので、ここでもやっぱりネットワーク化というところが非常

に重要になってくるんじゃないかなというふうに、次のフェーズとしては出てくるだろう

と思います。 

 それから、最後に、高村委員がおっしゃった既存インフラの利用というのは、これ、実は

データセンター関係では、ヨーロッパを中心に物すごい勢いが進んでいまして、新設の大き

なデータセンターなり施設を建てるということよりも、既存のﾄﾞﾝｶﾞﾗというか、設備をその

まま流用することによって、ライフタイムでのカーボンフットプリントを劇的に下げると

いうような話が、もう既にレギュレーションレベルで、補助金も含めてヨーロッパでは進ん

できているということになって、これは結局キーワードはエンボディドカーボンというわ

けで、ライフタイムのカーボンフットプリントをどういうふうにしますかという議論を進

めていくと、どうやって既存インフラを上手に使っていくか、そのために存在している政府
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のレギュレーションと、それから民間での商習慣というところに手を入れない限り、エンボ

ディドカーボンは非常に難しいということも認識されていますので、そこは、やっぱり国と

しては一番いじれるところになるかと思いますので、他の委員がおっしゃった既存インフ

ラを利用するということは、エンボディドカーボンとつながっていくということと、それを

非常に阻害している規制だったり、あるいは民間の商習慣というところは、非常に国として

タッチしやすいところじゃないかなというふうに思います。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 次に松村委員、どうぞ。 

○松村委員 

 松浦です。聞こえますか。 

○山内委員長 

 聞こえています。 

○松村委員 

 はい。 

 包括的で大きな絵も含めた全体像を見せていただき、ありがとうございました。このよう

な包括的で大きな問題をやっているのに、非常に個別のコメントだけで申し訳ないのです

が、まずスライド 41、太陽光、自家消費のところです。自家消費の太陽光にはとても大き

なメリットがある。ここで書かれているとおりだと思います。いろんな意味で促進していく

ことがとても重要だということだし、ＦＩＴの買取り価格も、これだけ下がってくると、自

家消費のほうがそもそも有利な状況になっている。ここで書かれているように既存の、ある

いは調達価格等算定委員会でも新たに区分を設けたように、いろんな形で進めていくこと

は重要なことだと思うのですが、しかし、一方で、考えていただきたい。かつて、これは家

庭用の自家発に限った話になるから、よくないのかもしれないんですが、むしろ自家発・自

家消費を冷遇した、同じ社会的な貢献のあるものなのに、事業用よりも、あるいは全量買取

りよりも、自家消費の部分を除いた余剰買取りのほうを冷遇した歴史があることは、十分思

い出していただきたい。 

 何でそんな制度を取ってしまったのか、そのとき誰がどういう主張をしたのかというこ

とを冷静に考えるということをしないと、また何か出てきたときに同じ失敗を繰り返すの

ではないか。例えば、これでも本当は自家消費型のほうが系統負荷が一般論として低い可能

性が高いというのは正しいのだけれど、今はもう屋根置きにすごく注力していて、後づけで

何か理屈を考えてきたということ、それと、また場当たり的な政策を繰り返すことになりま

す。このような性質があることは、私たちは、この一瞬だけではなくて、ちゃんと考えてい

くべきだし、これは太陽光に限らず、自家消費型のものに、一般に出ている性質だというこ

とを私たちは十分考えていかなければいけないと思います。 
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 次に風力です。スライド 56以降、全部、ある意味で共通なコメントなのかもしれません

が、ここで洋上と陸上を分けて出していただき、現状を説明していただいたのは、とてもあ

りがたい。それから、それぞれに目標値があるのだ、それぞれに目標値を定めるということ

も合理的な意味があると思います。それぞれを促進するということも合理的な意味がある

と思いますが、これは風力に限らず、あらゆるところでそうだと思うのですけれど、これっ

て風力発電全体で、よりコスト効率的に多くの量が入れられることが重要。それぞれのカテ

ゴリーの量に固執する必要があるのか。いろんな困難があって、結局、すごくコスト高にな

るというものが、一旦あげた目標に到達しなくても、ほかに想定したよりももっとコストが

安いものがあったとしたら、そちらを増やす格好で、全体として目標を達成していくという

ようなこと。それぞれの割合というのは、コスト、価格に依存しているという発想が必要だ

と思います。今、エネルギー基本計画の見直しの議論が始まっている段階で、あらゆる電源

について、私は本当にそういう発想は重要ではないか。それぞれのカテゴリーの目標値とい

うのは、独り歩きしないことが重要なのではないかと思っています。 

 また、風力に関しては、荒唐無稽なことを言うようですが、先ほどの太陽光、自家消費の

ものを優遇するというので、風力だって、原理的には同じことが言えると思います。ただ、

小型の風力が合理的なコストでできないという現状で、そんなことを言っても仕方がない

ということだと思いますが、そのようなものに関しても、十分にコストが下がれば門戸は開

かれていることを、私たちは常に考える必要があるかと思いました。 

 次にバイオに関してです。まず、ＦＩＴ期間が切れたら、石炭火力に切り替わるという懸

念があるというものについては、これは私、昨日今日出てきたことではなくて、もともと、

今のバイオの全てのものとは言いませんが、特に輸入バイオというものに依存しているビ

ジネスモデルの発電の立地箇所を見れば、それは輸入バイオという性質から当然といえば

当然なんですが、石炭に切り替えたとしても、輸入しやすいように、購入しやすいような立

地になっているということも、かなりの程度事実だと思います。事業者は、ひょっとしたら、

もともとそれを想定していたのかもしれない。リスク回避として、一つの手段として、そう

いうことは考えていたのかもしれない。だから許容すべきだと言っているわけじゃなくて、

だとすれば、なおさら、できるだけ早いタイミングで手段を考えておかなければいけないと

思います。 

 いろんな手段があり得ると思いますが、例えば切り替えたとすれば、これはかなり高い確

率で低効率の石炭火力になるということだとすると、これは今までバイオを燃やしていた

ものを、新たに若干の改修によって石炭火力に変えるときには、既設電源で低効率石炭が許

されるというものを適用しないということを明確にすることは、原理的にあり得ると思い

ます。それだと高効率で入ってくるのを防げないのかもしれないのですけれど、いずれにせ

よ、今ある発想の適用を明確化することによってでも、かなりの程度、抑制効果は出てくる

のではないか。不意打ちにならないように、早くいろんなことを考えておく必要があると思

います。 
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 さらに、例えば容量市場などでも、できるだけ早く検討する。つまり、今までに比べて二

酸化炭素の排出量が著しく大きくなるというような電源に関しては、容量市場における受

取り金額というのを大幅に減額する。例えば、今の非効率石炭とかというものの比でないぐ

らい、例えば９割減額するとかというようなことを決めていてもいいのではないかと思い

ます。これは、原理的にはアンモニア専焼だった火力発電所を石炭に変えるなんていうよう

な、もしそんなことが起こったとすれば、同じように適用される。ここだけを狙い撃ちした

というわけではないということですが、今まで、特にＦＩＴで支えられてきて、ゼロエミッ

ションという扱いで発電し、国民からの多大な負担で利益を得ていた事業者というのが、石

炭に切り替えて容量市場でお金をもらうなんていうようなことは、きっと国民の理解を得

られないと思います。そうすると、バイオのまま続けたときのほうが、10 倍、容量市場で

お金がもらえますとかということになれば、抑制になるのではないかと思います。いずれに

せよ、いろんな手段があり得るので、今のうちに、どんな手段があり得るのかは、十分検討

していただければと思います。 

 さらに、バイオに関しては、ここでも書かれているとおり、調整力の供給の期待が大きい

わけですが、それに対して事業者から、いろんな否定的な意見というか、難しいという意見

も聞いている。それに関しては、例えばガバナフリー運転をして一次調整力を供給するって、

本当にそんなに難しいのでしょうかというようなことは、難しいと言われたときに、ぜひ聞

いていただきたい。ただ、その場合には、ＦＩＴの電源はインセンティブがないというのが

最大の弱みではあるのだけれど、少なくとも長期的には、最低限、そのような設備、能力を

持っている人に入ってきてほしいということは、メッセージとして強く出すべきなのでは

ないかと思います。 

 最後に、ＰＰＡのことが議論されています。まさにここに書かれているとおりで、とても

期待の高いものなので、ぜひ推進していただきたいんですが、足元で、今、市場価格が落ち

着いているので、ＰＰＡの引き合いが弱くなっていることも少し聞いています。でも、ＰＰ

Ａで買おうと思っている事業者の方にぜひぜひ認識していただきたいんですが、ＰＰＡで、

長期契約で、燃料費のかからない再エネ電源を仮に購入すると、それで長期で固定した価格

ということがあったとすると、それは消費者にとって、需要家にとっても、すごく大きなメ

リットがある。これから脱炭素あるいは縮化石というのが進んでいく過程で、燃料費及び電

気代のボラティリティというのは、もうあらゆるレンジですごく上がってくると思います。

そうすると、直近にあったような価格高騰は、いつ再び起こっても不思議はない。それを防

ぐ強い力を持っていることは、ぜひ需要家の方にも認識していただきたいし、それについて

は、政府も含めて、そういう効果があることは、繰り返し、繰り返し説明していく必要があ

ると思いました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 
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 次、秋元委員、どうぞご発言ください。 

○秋元委員 

 ご説明いただきまして、ありがとうございます。包括的に、再エネ関係の課題等を、また

現状をまとめていただいて、感謝申し上げます。 

 その上で、何点か申し上げたいと思いますが、まず今日、全般的な話だと思うので、少し

全般的なところが多いですが、まず一つ目として、やっぱり基本的にＦＩＴからＦＩＰへの

さらなる誘導措置というのは重要だというふうに考えていますし、またＰＰＡの拡大とい

うことも大変重要だというふうに思っていますので、そういった今の方向性にはなってい

るかと思いますが、そういった大きな流れについて、引き続き政策的誘導を進めていただき

たいというのが１点目でございます。 

 ２点目は、25 ページ目関係でございますが、ＧＸの産業立地というところで、やはりデ

ータセンターとか、非常に大きな需要が出てきている中、また他方、系統増強という部分で

いくと、非常にコストがかかるという状況になっていますので、そういった需要地の立地と

いうことに関して、どういう制度がいいのかって、なかなか悩ましいところがございますが、

補助金という制度は、あまり望ましいとは思ってはいないわけですけども、補助金も含めて、

全体最適に資するような制度設計というものを検討いただきたいというふうに思います。 

 ３番目でございますけども、やはり太陽光、そして陸上風力というところが、かなり設置

が厳しくなってきているということだと理解しています。私も、エネルギー関係全般で、よ

く地方でも講演させていただいておりますが、以前は、よく地方に行って講演すると、原子

力に対する批判が多かったわけでございますが、ここに来て、講演すると、もうほぼ全て、

批判的な意見は、再エネに対する批判というのが圧倒的に大きくなっているという認識を

持っています。やはり地方において自然環境を破壊されてきているという意識は、かなり強

くお持ちになっている方々が増えてきているという認識でございます。そういう中で、いか

に適正に設置をして、再エネを拡大していくのかということが、非常に重要な課題だという

ふうに考えているところでございます。そうしますと、やはり資料にもありました太陽光で

ありますと、次世代太陽電池、ペロブスカイト等が重要でございますし、また洋上風力、取

りわけＥＥＺも含めた浮体式洋上風力というところは、重要性が増してくるというふうに

思いますので、ここをどういうふうに誘導していくのかということに関して、政策的な対応

が必要かなというふうに思います。ただ、全体費用対効果を考えていくということは重要だ

と思いますし、他方、エネルギー安全保障、また経済安全保障の観点からも、どういうふう

に、こういったペロブスカイト太陽電池、そして浮体式洋上風力というところの拡大を図っ

ていくのかというところの全体の戦略というものを、よく議論していく必要があるかなと

いうふうに思いました。 

 ４番目ですけど、若干、４番目、個別案件ですけども、86ページ目のバイオマス発電、Ｆ

ＩＴ後ということでございますが、やはりここに来て燃料費も高騰しており、これ、輸入バ

イオの話は先ほどからありましたけど、輸入バイオだけではなくて、国内のバイオも、基本
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的に、やはり取り合いという状況になってくると、価格が上がってくるということにはなる

と思いますので、そういった中、ＦＩＴ後も安定的に継続的にバイオマス発電をしていただ

くということが重要だと思いますので、そういったインセンティブ設計ということは、よく

考えていく必要があると思いますし、早めにそういった予見性を与えてあげるということ

は重要だと思います。ただ、あまり規制的措置というのは、私は望ましいとは思っていない

ので、規制的措置を取るのであれば、しっかり費用を回収できるような仕組みが必要になっ

てくると思いますので、できればインセンティブ的な措置が望ましいかなというふうに思

いますが、いずれにしろ、全体、どういう制度設計がいいのかということに関して、議論を

深めていただきたいというふうに思いました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 次は五十嵐委員、どうぞ。 

○五十嵐委員 

 ありがとうございます。今、皆様おまとめになられたとおりでございまして、本日の電源

ごとの導入、進捗状況、それから今後の方向性、全て包括的におまとめいただきまして、あ

りがとうございます。まず、賛成しております。 

 特に高村委員からご指摘のありました省庁のフォローアップ、省庁連携でのフォローア

ップをするに際しましては、大量導入のポテンシャルと、それから便益の大きい分野につい

て注力するというご指摘は、ごもっともだなというふうに思っております。賛成いたします。

こうしたインフラ、それから住宅建築物、農地活用につきまして、省庁のフォローアップも

含めて、いろいろな声を聞いて、引き続き推進していただければというふうに思っておりま

す。 

 その中で、省庁のみならず、やはり神山委員からもご指摘がございましたけれども、自治

体の関与、それから自治体にとってのインセンティブという辺りにつきましては、太陽光発

電については、ポジティブゾーニングの関わり方、あるいは風力のところでは地域との共生、

いろいろな、特に陸上風力で見られるような調整ですとか、環境影響調査など、自治体の関

与、役割というところについても、引き続き検討していく必要があるかと思っております。 

 江崎委員からご指摘のありました、サプライチェーンのみならず、需要家を巻き込んだと

いう意味でのネットワーク、デマンドコントロール可能性といった辺りについてのご指摘、

ございましたが、特にこの観点から、やはり系統用蓄電池でございますが、系統用蓄電池は、

ノンファーム電源の中でも、特に出力制限の緩和でありますとか、もろもろの機能を担う、

有効に活用すべき局面だというふうに理解しております。 

 日本の企業にとりましても、こうした対応、物流を担っておりますので、需要家にとって

のインセンティブを長期・継続的に保つ、向上させるという観点から、補助金、こちらは系

統用蓄電池に対する補助金、2022 年以降、恐らく 400 億以上の補助金が支出されていたと
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いうふうに理解しておりますけれども、それにとどまらず、以前から私は申し上げておりま

すが、こうした系統用蓄電池の特性も考慮した上で、より長期的な市場への参加という意味

において、需給調整市場・容量市場への参加をより長期的に判断することができるように、

仕組みを検討していく必要があろうかと考えております。これによって、事業者としての投

資判断も、よりしやすくなるかと思いますので、ご検討いただければと思います。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 これで委員の方のご発言ご希望は終わりですが、地熱協会の後藤オブザーバーからご発

言をご希望、時間の関係で、申し訳ございませんけど、後藤オブサーバーのみのご発言とさ

せていただきます。 

 後藤さん、どうぞよろしくお願いします。 

○後藤オブザーバー 

 ありがとうございます。地熱協会の後藤です。 

 私から２点、コメントをさせていただきます。 

 まず、72 ページ目に、地熱関係で、ＪＯＧＭＥＣの先導的資源量調査が行われている、

82 件行われているとございました。しかし、新規導入が進まないという記述がございます

が、地熱開発は地下資源開発ですので、資源を把握する上で、地表調査だけでは不十分であ

りまして、掘削調査を行うことが必要となります。掘削調査は８件のみでございまして、調

査件数の 10％にとどまっていることは、先生方にもご留意いただきたいと思っております。

ＪＯＧＭＥＣの先導調査は、緒に就いたばかりで、論点における開発リスクの低減には、現

段階では至っていませんので、今後に期待したいと思っております。 

 ２点目ですけども、91 ページ目にございますフォローアップについて、コメントさせて

いただきます。現在、地熱調査、開発においては、リニア関係の保安林、保護林、それから

緑の回廊等の規制緩和が、我々としては課題となっております。農水省、特に林野庁関係の

施策として、フォローアップに追加いただければと思っております。よろしくお願いいたし

ます。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、事務局からコメントですが、時間の関係もございますので、ご意見が多かった

ので、ご質問等を中心にお願いします。 

 まずは日暮課長からお願いします。 

○日暮新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 いただいたご意見、全て議事録も確認をして、今後の議論にきっちりと反映させていただ



26 

きたいと思います。 

 最初に、ご質問ということで、ご質問いただいたところを、じゃあ、まずお答えしますと、

松本委員から、再エネの導入について、大幅に増えているという記述と、足元の関係がござ

いました。再エネの導入量としましては、ＦＩＴの導入が、再エネ特措法の開始の状態と比

べると、再エネの電源割合が 10.4から 21.7％という形で、大きく増加をしていると、ここ

では大きく増加しているというふうに記述をした上で、各太陽光なども含めてご説明しま

したけれども、足元の導入状況が、ＦＩＴ開始直後と比べると、一次よりかは低い状況にあ

るということが、足元の状況だというふうに認識をしていまして、それぞれの電源ごと、目

標の達成に向けて、より頑張らなければいけないと。それぞれ、そう考えているという状況

でございます。 

 また、同じくご質問として、松本委員から、浮体式の導入目標を設定しているのかという

ことでございます。これ、浮体式ということについて、現時点での目標はございません。た

だ、今回、エネルギーミックスを検討していくに際して、浮体式洋上風力の案件形成目標、

これに特化した案件形成目標の策定については、きっちりと検討していきたいというふう

に考えてございます。2040年の 30～45ＧＷという案件形成で考えますと、足元の領海内の

有望区域、促進区域、準備区域、全部足し上げても、たしか 10ＧＷ前後という状況だと思

います。したがいまして、2040 年の案件形成目標を達成していくためには、今、現在見え

ているものを越えて、少し沖合に出たり、場合によってはＥＥＺに出ていくということが必

要になってくるというのが、30～45ＧＷという数字の意味でございまして、そうしてくると、

浮体式ということが必ず必要になってくるということでございます。 

 また、同じく、地熱発電の際に、温泉の事業者との説明に関わっているのかというご質問

がございました。現時点で、もちろん地熱の担当者が、いろいろな形で現地にも赴き、利害

関係者との調整に、いろいろな形で意見交換や、側面支援ということは当然行ってきており

ます。一方で、今の再エネ海域利用法のような法定の協議会ということは、実は温対法の中

で促進区域に設定されれば、利害関係者、市町村も入った形で、国もきっちりと調整に関わ

っていくという枠組みが、実は法律の中には、温対法の中には備わっております。いろいろ

な今回のご指摘の中でも、陸上風力の導入に当たって、ポジティブゾーニングとか、より自

治体も関わった形でとか、環境アセス等も含めて、自治体がもう少し関われないかと、様々

なご指摘をいただきましたが、自治体の関わるような温対法のポジティブゾーニングの枠

組みをより活用しながら、地域との調整、利害関係者との調整、そして再エネの地域との共

生を前提とした導入ということを進めていけないかというのが、実は各論点の中に記載し

た背景的なものでございます。 

 また、ご質問という形で、村上委員から、洋上風力について、様々な地域共生上の課題以

外にどういう課題がほかにもあるのかということ、ご指摘いただきました。我々としても、

ヒアリングをしたことがございます。社会の受容性、地域、立地の問題、あとはブレードと

かの大型化による輸送の問題、環境アセスの問題、そしてウインドファームの認証に時間を
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要するという課題とか、あるいは系統接続、様々課題、ございます。ただ、やはり一番聞い

ていて大きいのは、社会受容性の問題でありまして、しっかりと立地を見極めながら事業性

を確保していくということは、非常に重要なんですが、事業性が見込まれたとしても、社会

の受容性の関係で、なかなかプロジェクトは進んでいかないというところが、やはり一番大

きな課題ではないかというふうに考えてございます。したがいまして、先ほど申し上げまし

たようなポジティブゾーニングとか、こういうことをもう少し活用していけないかという

のが、ここについても同じでございます。 

 あと、全体論として、小野委員から、再エネだけじゃなくて、バックアップコストを含め

た全体像を考えていくべきじゃないかとか、江崎委員から、典型的な供給側の議論だけでは

なくて、ネットワーク化という議論をいただきました。秋元委員からは、ＦＩＴからＦＩＰ、

ＰＰＡの拡大とか、ＧＸの立地とか、より総合的に考えながら、再エネの目標を単に上げて

いくということを超えて、総合的な発想が必要だというふうなご指摘と受け止めています。

全ておっしゃるとおりだというふうに考えてございます。 

 あと、松村委員から、それぞれの各電源ごとの目標だけに固執するのではなくて、総合的

に考えていくべきだということのご指摘をいただきました。これも本当におっしゃるとお

りだと思っております。他方で、いろいろな各電源ごとに一旦の目標を掲げながら、それに

向けて、それぞれが最大限頑張りながら、その中で課題やコストを見極めつつ、課題を克服

して、より重点的に進んでいく事項と、やはりなかなか難しいぞと思う事項を、数字の目標

も視野に入れながら、きっちりフォローアップしていく作業ということは、関係者、みんな

が頑張っていくという中でも、大事だなと思っておりまして、そういう意味で、フォローア

ップも、各省ごとに数字も視野に入れながら行っていきたいと思っておりますので、その中

で、どこを重点化していくべきかなどにつきましては、この審議会の中でも議論を続けてい

けたらというふうに思っております。 

 また、最後に太陽光で、高村委員ほか、屋根を活用した太陽光、地域共生型のものを重点

的に進めていくべきじゃないか、インフラ活用型、進めていくべきじゃないかと。農地につ

いて、農水省さんとよく連携しながら、より進めていくべきではないかと。住宅・建物の強

化、そして省エネ法の非化石電源の活用ということにも言及いただきました。この辺りも、

他の審議会に関わる部分もございますが、今日いただいた意見、関係するところにはきっち

り伝達をいたしまして、進めていくようにいたします。フォローアップの中でも、今日いた

だいたコメントを踏まえて、各省に、このフォローアップに際して、説明していただく事項

を伝達していきたいというふうに考えてございます。 

 すみません、あともう一個、最後だけ、バイオについて、いただきました。再エネ電源の

中で、燃料費が非常に大きいという構造的な課題があると。これ、もともと分かっていたじ

ゃないかという松村委員からのご指摘もございましたが、現に買取り費用、買取りが終了後

に、バイオマス電源を具体的にどういう形で、規制なのか、インセンティブなのか、どうい

う制度が必要なのかということを含めて、具体的に検討していく時期に入ってきていると
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いうことは、我々も認識をしてございます。今日は、ちょっと時間の関係で、この点、フォ

ーカスをということではございませんが、審議の中で、きっちりこの点をフォローして、事

務局としてもお示しをしながら、ご審議いただけたらというふうに思ってございます。 

 全てご説明できておりませんが、時間の関係上、一旦ここで私からの回答とさせていただ

きます。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 次は、小川課長。 

○小川電力基盤課長 

 続きまして、電力基盤課長の小川です。何点か、補足であります。 

 まず、長山委員からのご要望、長期脱炭素電源オークションですね、落札事業者のリスト、

名前は公表されております。蓄電池事業者につきましては、その属性、なかなか分からない、

ご要望の趣旨は分かりますけれども、公表する内容として、それ以上のところを国の側で対

応することは、現時点では予定しておりません。 

 それから、バイオマスの関係、村上委員、それから松村委員には、具体的なご提案もいた

だきました。こちらは広い意味での火力政策の一環として考えていきたいというふうには

思っておりますので、また別の場で検討をしていければと思っております。 

 それから江崎委員、秋元委員からは、大規模需要の誘導、それから五十嵐委員より系統用

蓄電池についてコメントいただきました。本日、後ほど３番目の議題の中で、また詳しくご

説明したいと思います。 

 補足は以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 １番目の議題がちょっと押していまして、これ、今日は３時間フルで組んで、時間があれ

なので、増川さん、すみません、最後に、時間があるようでしたら、ご発言いただきたいと

いうふうに思います。 

 それでは、２番目の議題に移ります。 

 資料２について、事務局からご説明をお願いいたします。 

 

（２）再生可能エネルギーの長期安定的な大量導入と事業継続に向けて 

 

○日暮新エネルギー課長 

 事務局でございます。時間も押しておりますので、簡潔にご説明したいと思います。 

 再エネの長期安定的な大量導入と事業継続に向けてということでございます。 

 これまで、２ページ目のとおりですけれども、前回の審議会の中でも、背景となる状況・

課題、ご説明申し上げました。 
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 ３ページ目のとおり、ＦＩＴ／ＦＩＰ認定初期の電源が、買取り期間が 2030年以降終了

を迎える、2032～36年頃に終了を迎えていくと。この割合が約 2,900万ｋＷ（29ＧＷ）・約

47 万件ということで、機械的な計算だと、我が国の総発電量の３～４％と。この電源が、

ＦＩＴが終わって、発電が終了して、もらうということでは、我々としては適当ではないと

考えておりまして、再エネ電気が長期安定的に事業継続をしていくために必要な事項とい

うことを、かねてより、この審議会でご議論いただいてございました。 

 ５ページ目のとおり、前回もお示しした資料でございますけれども、事業の現所有者、集

約先、評価者、団体、関係プレーヤー、それぞれがこれから取り組むべきアクションについ

て、今回、アクションプランという形で、案をお示ししたいと思います。 

 具体的には、７ページ目以降でございます。まず、現所有者についてでございます。調達

期間、買取り期間終了後の事業継続も見据えて、具体的なアクションですが、①のように、

定期的な設備の点検・評価・メンテナンス、日々の健康診断というようなものをきっちりと

適切に評価をしていくということが重要ではないかと。それを促していくためにも、ＦＩＴ

／ＦＩＰ制度に基づく定期報告によって、国に対して、既存設備の定期点検の状況というこ

とを報告してはどうかというところが、ＦＩＴでございます。 

 続きまして、事業の集約先と。買手側からすると、適切なリパワリングなど、様々なビジ

ネスモデルを確立していくことが重要ですが、具体的なアクションの①のとおり、長期安定

的に再エネ発電事業を継続するプレーヤーとして、一定規模の事業集約ということを行う

ということに、コミットメントを行っていくということとしてはどうかということでござ

います。また、こうした事業集約を進めていく上で、事業者団体の役割というのは非常に重

要だというふうに考えてございます。 

 ９ページ目ですが、具体的なアクションとして６点挙げてございますが、例えば、ポイン

トを申し上げますと、③のように、事業の売却を検討する事業者から情報を収集して、事業

者間のニーズと実態、売手と買手のマッチングを促すような機能を提供してはどうかと。④、

現在、ＪＰＥＡさんにおいて評価ガイドライン、ございます。事業評価者、そして民間金融

機関、保険事業者の意見も取り入れて、これを踏まえた形で、事業リスクを踏まえた事業者

の適切な保険加入、事業集約の場面における事業評価と。日々の健康診断が、金融からの与

信であったり、事業集約の場面に役に立つような形で、健康診断項目を具体化・精緻化して

いってはどうかということです。また、⑤のとおり、評価人材の育成、非常に大事だと思っ

てございます。今の技術者評価制度でございますが、既存設備の定期点検、事業集約時のデ

ューデリジェンスを行う十分な人材確保、評価技術としての資格を有する者の増員を目指

すような人材育成プログラムを開発、提供していってはどうかということでございます。 

 10 ページ目、この事業集約時に、第三者として事業評価を与えるという、事業評価者に

ついても重要なプレーヤーだと思ってございます。10 ページ目の具体的なアクション、②

のとおり、評価のユーザー、実際に評価者による評価を受けた者、そして金融機関、あるい

は保険会社などからのフィードバックも踏まえて、提供するサービスを高度化していくと。
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サービスに関する情報発信を積極的に提案しながら、実践的な評価基準の信頼性を高めて

いっていただくということが重要ではないかということでございます。 

 12 ページ目です。金融機関、これも、引き続き、こういう評価ガイドラインなども活用

しながら、効果的に融資・出資等を実施する手法を検討していただく必要がありますし、与

信をするに際して、評価ガイドライン、あるいは評価手法について、より有用になるような

形で、コメントをフィードバックいただくということが大事ではないかと思ってございま

す。特に最近、保険会社、保険の問題が顕在化しております。様々な災害、あるいは銅線の

盗難などを受けて、保険のキャパシティーが非常に十分に提供しにくいという事業上の課

題が現在聞こえてきているところでございます。こうした長期安定的な事業を実施するた

めにも、適切な事業を実施している者に対しては、積極的な形で金融サービス、保険を提供

していくということが大事ではないかということでございます。 

 １枚飛ばしまして、13 ページ目、政府の役割でございます。具体的なアクション、①の

とおり、我が国における事業集約の目標というものを、目安を示しまして、事業集約の促進

に向けた、このような具体的なアクションプランを取りまとめていきたいと、秋頃までに取

りまとめていきたいというふうに考えてございます。 

 また、③ですが、長期安定的に再エネ発電事業を継続できるプレーヤーと。これは※で書

いておりますが、地域の信頼を得られる責任ある主体、長期安定的な事業実施が可能な体制、

ＦＩＴ／ＦＩＰによらない太陽光発電事業の実施が可能であるかどうかなど、確認をした

上で、「長期安定適格太陽光発電事業者（仮称）」ですけれども、こうした認定する仕組みを

導入してはどうかと。認定された事業者に対しては、長期安定的に再エネ発電事業を継続で

きるという特性を踏まえて、制度上の事業集約促進策、例えば現在再エネ特措法で求めてい

る事業集約、転売時における住民への周知、説明などについての一部の手続の適正化・合理

化などを検討してはどうかということでございます。今、各プレーヤーごとの関係プレーヤ

ーのアクションプランをお示ししましたが、また、いただいたコメントを踏まえながら、ま

た、関係する方々との意見交換を踏まえながら、ブラッシュアップをして、今回、再エネの

長期電源化、2030年より先の再生可能エネルギーの在り方を検討していく一つの柱として、

この長期電源アクションプランを取りまとめていきたいというふうに考えてございます。 

 14ページ目以降、前回お示ししたような背景となるデータなどを記載してございますが、

説明としては割愛させていただきます。 

 以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 太陽光を中心に、サステナブルな事業者になってもらいたいと、こういうことでありまし

て、そのアクションプランをご提案いただいたところであります。 

 これについて、皆さんのご意見を伺いますが、先ほどと同様、会議チャットで、発言ご希

望の方は、こちらにお知らせいただければというふうに思いますが、いかがでしょうか。こ
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れは前回もご提案いただいて、いろいろな背景等あると思うんですけど。 

 それでは、五十嵐委員からどうぞ。 

○五十嵐委員 

 ありがとうございます。 

 私からは、質問、あるいは観点に関する問題点の指摘ということになるかもしれないんで

すが、資料の４ページで、長期電源化に向けた事業集約ということで、方向性、課題の整理

をしていただいております。この中で、例えば構造的課題、課題１として多極分散型構造、

あるいは２として多様な事業主体の参入ということで、挙げていただいておりますけれど

も、これは太陽光発電にはまさに当てはまる課題だという認識なのですが、ほかの種類の電

源については、基本的に該当するのかというところが疑問に思われます。この辺りについて

は、事務局の資料の作成のポイントとしてどうなのかというところのご質問と、あるいは、

これ、もし電源、一緒くたにということだとすると、若干無理があるのかなというふうにも

思いますので、風力など、他の電源について、同様に当てはめられるかどうかに関しては、

ニーズを踏まえて、慎重に検討していただく必要があろうかというふうに思います。 

 同じ観点から、資料の８ページ、９ページ、あるいは 10ページのところで、事業者団体

に関する記載もございます。この資料の下、そうですね。ここのところですけれども、この

辺りの事業者団体に関する記載につきましても、太陽光発電の関連では該当すると思いま

すものの、他の電源についてどうなのかというところ、検証が必要かというふうに理解して

おります。 

 あと、もう一点、資料の７ページに、具体的なアクション（案）の記載、①、②、③とい

うことで、７ページに記載がございますけれども、これは全てのＦＩＴ案件、ＦＩＰ案件に

ついて、事業者の義務とする趣旨なのかというところでございます。調達期間の終了した後

に、継続が、市場環境であるとか、その他の諸事情によって、事業継続が難しい案件がある

ということも事実だと思いますので、調達期間終了後に、適切に、場合によっては終了させ

るというような場合もあるのかなというふうに思いますので、事業者の義務と一律に立て

つけるよりは、事業者が調達期間終了後も事業継続を希望する場合において、自主的な取組

を支援すると。そういったような制度設計が必要なのかなというふうに思っておりました。 

 私からは以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は江崎委員、どうぞ。 

○江崎委員 

 すみません。ありがとうございます。 

 今回、特にデューデリジェンス関係の効率化とか、そういうサービスという話が出ていま

して、とても重要なことだと、私、ビジネスマンじゃないですけども、やっぱりデューデリ

は相当時間とパワーを消費することになりますので、これはやっぱりある意味少し政府と
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しての支援も含めたところから民間へのサービスをするような、研究開発要素も結構ある

んじゃないかと思いますので、そういう意識でデューデリの辺りのところは考えたらいい

んじゃないかなというふうに思いました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、神山委員ですね。どうぞ、ご発言ください。 

○神山委員 

 委員長、ありがとうございます。 

 私からは２点でございまして、まずスライド９に関連して、ＪＰＥＡ様のほうで評価ガイ

ドを作っていただいているということでして、そちらの評価、格付を正しく使える人材育成

を含めて、生かしていただければというふうに思っています。環境アセスメントもですが、

また、現在進められているサステナビリティ経営ということで、ＴＣＦＤやＴＮＦＤという

ものの情報開示に関してもですが、手法の開発ですとか、やはり人材育成の部分が、大変重

要となってきていて、これまでアセスに関しては、そうした手法開発と人材育成の試みがな

されているという経過がございますので、それらを踏まえていただければと思います。 

 また、こうした評価の在り方や、評価を担える手法開発というものの重要性を考えて、動

きを後押しするためにもなんですが、評価を何かとリンクさせるというところで、私も事業

集約のためのデューデリ（DD)とのリンクは、大変重要であろうと考えております。保険料

率や金融機関との信用情報として用いていくというような仕組みとして、ご提案のように、

併せて組み合わせていただけるということを検討する必要があろうと思っております。 

 また、事業集約時のデューデリに関しての保険の活用ということを、以前少し申し上げた

かなと思うんですけれども、これは表明保証でございまして、両当事者が入るのが一般的と

いうことになります。双方がリスク回避できるような仕組みとして構築していただけるこ

とを期待したいと思います。 

 また、スライド 13の③でございますけれども、ここでも評価、認定とか格付というのが

出てまいります。この評価制度に関してもですが、事業者がよい格付を取ることが有意義で

あると受け止められるように、インセンティブが高まるような設計をぜひお願いしたいと

思います。 

 以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は松本委員、どうぞ。 

○松本委員 

 山内座長、ありがとうございます。 

 私からは、長期安定電源化に向けた関係プレーヤーのアクション（案）、11ページの保険
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事業者について質問があります。 

 太陽光発電設備の銅線ケーブルが盗まれる被害が増えている問題が全国で発生していて、

保険会社では、ケーブルなどの盗難は補償対象外になるケースが増えていると聞いており

ます。そうなると、太陽光発電事業者にとって、事業の継続が難しくなるケースも出てくる

のではないかと懸念しております。そのため、11 ページで示していただいた具体的なアク

ション（案）、①は重要なポイントだと思います。 

 加えて、事務局にお伺いしたいのですが、銅線ケーブルからアルミ導体ケーブルなどへの

改修や、ＩＴ監視システムなどのセキュリティーシステムの導入について、定額でよいと思

いますが、補助金を検討することは可能でしょうか。それとも、これらは補助金の対象には

ならないと考えるべきでしょうか。教えてください。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は長山委員、どうぞ。 

○長山委員 

 13ページの③にある適格事業者を認定する仕組みというのは、やっぱりﾌﾟﾛｯﾄｺﾙを考える

必要があると思いまして、ﾌﾟﾛのほうは、信頼の置ける事業者をどのように定義するのかは

難しいんですけれども、地域と真摯に向き合う、真面目な、実績のある事業者を評価される

ことは重要であると。真面目な事業者であるほど、やっぱりコストはかかってしまうので、

そこを何とか支援する仕組みが必要であるかというふうに思います。 

 したがって、先ほどいろいろお話にありましたように、インセンティブをつけるというこ

とで、そこの事業者のほうは電力価格を高くするとか、高い電力価格でも売れることができ

るとか、ファイナンスを安くつけるとか、そういったようなことが必要かと思いました。 

 あと、反対意見を言うならば、規制コストといいますか、１回評価の仕組みをつくって、

認定してしまったら、それを途中でやめることはできないので、また社会的なコストもかか

ると思いますので、ﾌﾟﾛｯﾄｺﾙを両方勘案しながら進めていっていただけたらいいと思います。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、次に小野委員、どうぞ。 

○小野委員 

 ありがとうございます。簡単に１点だけ申し上げます。 

 今回の資料に記載のとおり、ＦＩＴ／ＦＩＰ制度に基づく多大な国民負担によって導入

されてきた再エネをバブルに終わらせずに、支援期間の終了後も、長期にわたって事業とし

て継続させることが重要と考えます。そのためには、特に多様かつ多数の事業者が参入して

いる太陽光発電について、責任ある事業規律を備えた再エネ事業に集約していくことが必
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要であり、今回のアクションプランが果たす役割に期待したいと思います。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 委員の方で、ほかにご発言、ご希望はいらっしゃいますか。よろしいですか。 

 村上委員、どうぞご発言ください。 

○村上委員 

 すみません。ありがとうございます。 

 ちょっとアクションプランの前の段階の質問になってしまって大変恐縮なのですが、１

点教えていただければと思います。国民負担で設置した太陽光なので、ぜひ責任を持って継

続してほしいという思いは、消費者団体としても常に持っているのですが、今、再エネのニ

ーズが高いにもかかわらず、手放したいと考えている事業者が多い理由はなんなのでしょ

うか。この 32年以降、交付終了する 29ＧＷ、47万件のうち、どれぐらいの事業者が「手放

したい」もしくは「継続が難しい」と考えていらっしゃるのか、割合は把握されているのか

ということと、その理由について、いま一度確認させていただければと思います。よろしく

お願いいたします。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 再度、ほかに委員の方、いらっしゃいますか。 

 それでは、増川オブザーバー、お待たせしました。どうぞご発言ください。 

○増川オブザーバー 

 太陽光発電協会の増川でございます。本日はこのように、再エネの長期安定的な大量導入

事業継続に向けて、おまとめいただきましてありがとうございます。 

特に長期安定電源に向けて、この関係プレーヤーのアクションを具体的にまとめていただ

いて、非常に意義深く受け止めております。 

 特に太陽光の場合は、買取期間終了後も十分しっかりメンテを行っておれば長期間、安定

的に稼働できると私どもは思っておりますので、減価償却が終わって、恐らく我々の試算で

は、運転維持費としてｋＷｈ当たり３円～４円で十分可能と思っておりますので、そういっ

た再エネ電源が長期間稼働することが、事業者のみならず、国民にとっても非常に重要な再

エネリソースになっていくと考えております。 

 そういった中で、特に９ページのところで事業者団体の具体的なアクションをお示しい

ただきましたけれども、いずれも大変重要であると受け止めております。私ども太陽光発電

協会としても、緊張感を持ってしっかりと取り組んでいく所存でございます。実際、このア

クションを実行していくに当たりましては、全国の関連事業者団体、それから保険金融業界

の皆さん、そして何よりも国、エネ庁様のご支援が大変重要となってまいりますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。 
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 私から以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 増川さん、前の項目でご発言ご希望の内容も今のことでよろしいですか。 

○増川オブザーバー 

 はい、全く違う話なんですけど、ちょっと時間があれば後ほどでも、今でも発言させてい

ただければ大変ありがたいと思います。 

○山内委員長 

 若干時間ありますので、関連した話でしたら、大丈夫です。皆さんのご協力で、今、キャ

ッチアップしていますから、どうぞ。 

○増川オブザーバー 

 すみません。ありがとうございます。資料１のほうで、ちょっとまた戻っていただけると

大変ありがたいんですけど、よろしいでしょうか。 

○山内委員長 

 大丈夫です。 

○増川オブザーバー 

 41・42 ページに、太陽光関係の今後どういうふうに進捗を見ながら、その目標に向けて

達成しているかということを、非常に具体的にまとめていただきありがとうございます。中

身的には、全くそのとおりだと思っております。 

 特に、この 41ページの最初の２行目、年間５ＧＷ～7.5ＧＷのペースで導入を継続してい

くことは、非常に重要でございまして、私どもの今試算では、2023 年度は、５ＧＷに満た

ず、４～4.5GWぐらいになるのではないかと試算しておりますけども、これをどうやって今

のペースを上げていくかということが大変重要だと思っております。そういう状況下でご

ざいます。 

 例えば、欧州の事例ですと、ドイツですけれども、昨年 2023年には、14ＧＷを超えるす

ごい大変な量を導入されております。日本の人口の７割以下ですので、日本の人口に換算す

ると 20ＧＷぐらいという大変な量が入っておるわけですけども、これは何でできているか

と、いろいろドイツの人たち、関係者に聞いてみますと、やはり国民も、国も太陽光、再エ

ネもやっていくという、そういう認識、意識は相当変わってきたということが根底にあると

お聞きしております。ですので、日本においても、頑張ればというか、それぞれの国民も、

それから国、事業者が同じ方向を向いてしっかりやっていけば、７ＧＷとか、それ以上のこ

とを日本では十分可能と思っておりますので、ぜひ皆様のご協力をいただきながらしっか

りやっていく所存でございます。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 
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 それでは２番目の議題のほうについて、いろいろご意見、ご質問も少しありましたので、

事務局からお願いします。 

○日暮新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 ご質問あった、村上委員から、この 29ＧＷのうちどれくらい事業継続かどうかというこ

とですが、民間機関の調査で、ＦＩＴの認定事業者の２～３割が、調達期間終了後、この事

業継続に関して、廃棄して事業終了、または未定などと回答しているものがございます。す

なわち民間の調査になりますが、この 29ＧＷのうち一定割合、この事業の回答期間の終了

後、事業継続が危ぶまれているものがあると思ってございます。 

 今、先ほど増川委員からもございましたとおり、適切なメンテナンスを続けていれば、Ｆ

ＩＴの買取り終了後も、追加的な、マージナルコストが非常に価格が競争力のある、そして

脱炭素の電源として非常に有用なものである中で、事業者が長期安定的な事業を行うとい

うことの体制が整わずに事業を終了してしまうということは、国民負担の理解を得ながら

支援を受けてきた電源としての取扱いとしては、極めて不適当であるというふうに我々は

考えてございます。ＦＩＴ終了後も、仕組みとして長期安定的な再エネ電源としていくため

には、様々な関係のプレーヤーが行動を具体的に起こしていく必要があるというのが今回

の問題意識の背景にございます。 

 五十嵐委員から、他の電源は、というご質問をいただきました。今回の電源は、あくまで

太陽光を念頭に置いたものでございます。資料１にも記載したとおり、運転開始をした設備、

約 7,700 万ｋＷのうち、このうち太陽光発電が約 88％を占めているという状況でございま

す。非常に再生可能エネルギーの今の導入の中で、太陽光は非常に多いということで、この

問題を捉えて、長期で安定的な事業をどう進めていくのかということをテーマとしてござ

います。その上で、他の電源についても必要があれば、これも検討を深めていきたいという

ふうに考えておりますが、まずはこの太陽光発電設備についての長期安定化ということが

課題の中での重要部分ではないかというふうに思っております。 

 また、五十嵐委員から、義務ではなくてインセンティブでということだと思っております

もちろん環境整備ということの中で、どういうふうにそれが可能としていくのかというこ

とが大事だと思っておりますし、再エネ特措法は支援法でありますので、買取り終了後にこ

の事業に対して何らかの強制的な手法をかけていくということは、なかなか難しい部分あ

ると思っておりますが、先ほど申し上げましたとおり、国民負担を得て、これまで導入され

てきた電源という性質に鑑みて、長期電源化が実現していくように必要な環境整備を整え

ていきたいというふうに考えてございます。 

 松本委員から銅線の盗難問題について、ご質問がございました。我々、まずは警察と対応

を相談しておりまして、事業者に対する情報の提供や、あるいは事業者としてこの盗難に対

する今、対応策などについても取りまとめをしながら情報共有などを進めているところで

ございます。ただ、ご指摘のとおり、本質論としては、この銅線を地中化するとか、あるい
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は盗難をしたとしても、事業性に見合わない、銅線ではない、他の材質、例えばアルミなど

に変えるということが本質的な対策であろうかと思いますが、まずは我々としては警察と

連携をしながら情報提供をして、事業者の皆さんにとって必要な警戒などもしていただき

ながら、未然にこれを防いでいくということが重要かと思ってございます。その上で必要な

対策ということについては、また引き続き我々としても、検討は続けていきたいと思ってい

ますが、まずはこれを、盗難を防いでいくということが大事だと思っております。 

 あとはデューデリジェンスについて、評価との関係をご指摘いただきました。全てご指摘

のとおりだと思っております。この事業集約をする際に、必要なデューデリジェンスにも資

するような、あるいは金融の与信にも資するような形で、日々の設備の点検や事業をモニタ

リングしていく、健康診断を自分でやっていくというようなサイクルをきちんと作ってい

きたいというふうに思ってございます。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。基本的に皆さんのこの原案について、ここ、賛成いただいてい

るというふうに認識しております。今ご意見いただいたところを含めて、もう少しブラッシ

ュアップしてということだと思いますが、一方で、エネ基の関係もございますので、そうい

うのと並行して、策定をしていくという必要があるのかなと思いました。 

 以上でございます。 

 それでは、議事を進めます。３部の議論ですね。これは資料３から５について、事務局か

らご説明をお願いいたします。 

 

（３）電力ネットワークの次世代化について 

（４）需給調整市場に関する状況について 

（５）系統用蓄電池の現状と課題 

 

○小川電力基盤課長 

 それでは、まず、資料３、電力ネットワークの次世代化についてです。ページでいきます

と、はしょりながらではありますけれども、最初は６ページをご覧いただければと思います。

電力システム改革と送配電事業ということで、ここでのキーワード、広域化、そして中立化

ということで、特に送配電の横の連携というのが高まってきたというところであります。 

 今後の課題などということで幾つか 10ページに記しております。三つ順番にご説明でき

ればと思います。 

 まず一つ目、送配電網の整備は、11ページ目になります。これまでの取組ということで、

マスタープラン、全体の将来見据えた絵姿というものを描いて、今、全国の送配電網の整備

を進めているというところです。 

 それから費用負担のところということでは、15 ページにあります。もともとシステム改
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革でこの送配電の部門というのは、規制というところ。その場合に必要な事業費用は、今で

すとレベニューキャップという制度の下で、必要な費用を長期にわたって回収していくと

いうことにしております。 

 一方で、この費用負担、エリアによる違いというのは、この協議会でもこれまでもご議論

いただいてきておりますけれども、物によっては、全国的な負担でということで、新しい仕

組み、17 ページの参考にありますような、全国負担の仕組みが入れられてきているところ

であります。 

 こうした中での今後の課題ということで一つ目、20 ページになります。これまでは地域

間連系線、異なるエリアを結ぶ系統整備、その便益が全国に及ぶということでの全国調整の

スキームというものでやってきておりまして、今まさに現在も新しく系統整備の検討を進

めているところであります。 

 一方で、この地内の系統、送電網整備というのもより重要になってくるということで、こ

の点につきましては、この場でも昨年少しご議論いただきました。この地内の系統整備に関

して、どのようなイニシアチブ、あるいはその費用負担をどうしていくかと。現行の仕組み

ですと、やはり地内の整備はそれぞれのエリアの送配電事業者で、その分を託送料金、レベ

ニューキャップで見ていくという仕組みでありますので、こういった現状を踏まえつつ、今

後どうしていくかというのが一つ大きな課題になります。 

 それから、ページが飛びまして 24ページであります。こちらはファイナンスであります。

大規模な地域間連系線の整備に巨額の費用が必要ということで、新たな仕組みもこの一、二

年で整備してきているところであります。そうした中で新しいファイナンスの仕組み、託送

料金、レベニューキャップというのはあるんですけれども、例えばということで、四つ目の

ポツに記しておりますけれども、現在検討している海底直流送電におきましては、従来のよ

うなコーポレートファイナンス、送配電事業者自身の信用力に基づくファイナンスではな

くて、プロジェクトの収益性に着目したプロジェクトファイナンスというものを組もうと

しているところであります。その場合には、その固有のプロジェクトのリターンというのが

重要になってくるということ。一方で、現行の託送料金制度では、その送配電事業者のリタ

ーンということで、一律の事業報酬率というのを定めているところでありまして、こうした

中でのこのプロジェクトファイナンスのような、あるいはそのリスクに見合ったリターン

というものの設定というのが、今後より重要になっていくというふうに考えているところ

であります。 

 今、足元、このレベニューキャップの下での事業報酬率 1.5％というのがありますけれど

も、この金利、足元でまた状況が大きく変わる中で今後どうしていくかというのが一つ課題

であります。 

 続きまして、系統の混雑管理。29 ページになります。こちらにつきましては、ノンファ

ーム接続というもので、これまでベスト接続を待たなければいけない場合にも、接続はでき

るようにということで仕組みが変わっております。 
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 それによって、下から二つ目のポツにありますけれども、既に契約申込みは 1,400 万ｋ

Ｗ、その前段階にある検討につきましては、１億ｋＷを超えているというところであります。 

 こうした中での今後の課題ということで、34 ページに記しております。今後こういった

ノンファームの接続が進んでいくと、今までは発生していなかった系統混雑に伴う出力制

御というのが今後発生するというふうに考えられます。そうした場合にどのように対応し

ていくかという点、この混雑の管理の手法、あるいは混雑、出力制御が多発する場合に、ど

ういうメルクマールで送電線を増強するのか、あるいは増強以外の手法によって混雑を緩

和する。後ほども出てきますけれども、蓄電池、あるいは需要立地といった手法というのも

重要になってくると考えております。 

 最後、大規模な新規需要への対応というところであります。39 ページをご覧ください。

これまでは、送配電事業者において需要への対応ということで言いますと、例えばというこ

とで、特に最近は、このウェルカムゾーンマップというのを一部の送配電事業者は公表をし

ております。ただ、これはまだ不十分といったご指摘もありますが、そうした中での今後の

課題ということで、43ページになります。足元、ＧＸ2040というものを目指した議論が進

む中で、大規模な電力需要に対する電力供給、系統の整備というのが重要になってきており

ます。これまでの仕組みでありますと、具体のこの接続のこの申込み、契約があって、初め

て、送配電事業者も送電線を整備していくという形であります。他方、これは非常に時間が

かかるということもありますので、電力の需要が見込まれるときに、言ってみれば、不確実

性がある中でも早期に事業者が着手できるような方法として、どんな手法があるかといっ

た点、再エネのこれまででいいますと、過去はどちらかというと再エネの電源のための系統

整備ということに力を入れてきたわけでありますけれども、今後この大規模需要に対して

の系統整備というのをどのように行っていくかというのが課題ということで、本日はそう

いった意味でのこの取組の方向性についてご議論いただければと思います。 

 続きまして資料４は、需給調整市場に関する状況、特にＦＩＴ賦課金との関係では三次調

整力②と呼ばれるものになります。 

 １ページ目にありますけれども、ＦＩＴのインバランス特例に基づく再エネ予測誤差対

応の三次調整力②というもので、再エネ交付金を交付することとしております。 

 この需給調整市場ということで２ページ目をご覧いただければと思います。右下にグラ

フがありますけども、三次調整力②と呼ばれるものは、既に 2021年度からこの市場取引が

始まっております。 

 一方で、そのほかの一次、二次の調整力、この 2024年度４月から調達が始まっていると

いうことで、今の足元の状況のご報告になります。 

 まず４ページ目でありますけれども、この４月の未達率、取引、募集をしているけれども、

約定しない率ということで、三次②という一番右をご覧いただきますと、低いところで、３

割、４割、それから高くなると８割、９割近くが、これらが未達、逆に言うと、約定したの

は非常に限られているという状況であります。 
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 個別のエリアの状況でいうと、６ページ、７ページ、８ページとありますけれども、いず

れのエリアにおいても募集に対して約定がかなり低くなっているという状況であります。 

 そうした中で９ページでありますけれども、非常に価格、約定の単価は高くなっていると

いうところであります。 

 先ほどのご議論にも関係する、ここの９ページでは、蓄電池、リソース別のも出ておりま

すが、今のところ蓄電池の単価が非常に高いと。特に三次②について言いますと、ほかと比

べても相当高いものがあるというのが一つ、これはこれで一つ課題ということでありまし

て、９ページの下にありますけれども、単価で見たときに 100円以上の高値の札が結構な割

合で存在しているというところであります。 

 こうした中で、別の審議会の場でありますけれども、費用の抑制に向けた取組というのが

進められているということのご報告になります。14ページをご覧ください。 

 この三次②の調達費用というのを抑制するという観点から、まずは５月に入って一つ、追

加調達と呼ばれるものを中断していますということ、さらに直近の審議会におきまして募

集量を減らすといった方法が決まっております。 

 こういった取組を進めつつ、毎年この場におきましては、三次②の費用というところにつ

いてご議論いただいておりますけれども、また 2025年度、少し先になりますけども、25年

度については、今後ご議論いただく場があるということで、現状のこちらはご報告になりま

す。 

 最後、資料５、こちら系統用蓄電池の現状と課題になります。 

 １ページ目に少し記しておりますけれども、非常な勢いで、今接続の申込みも増えており

ます。そうした中で今後の再エネの導入というのを見据えた場合に、量の、これまではどち

らかというと量を増やすところに力を入れてきましたけれども、質、あるいはその内容とい

うのをもう少し丁寧に見ていく必要があるというのが今回のご議論になります。 

 まず、これまでの取組ということで、３ページをご覧いただければと思います。補助金に

よる導入支援のほか、法制面でも、三つ目のポツにありますように、電気事業法の改正とい

うことで、一定規模以上の蓄電池からの放電する事業を「発電事業」と位置づけることとし

ました。また新たに今年に入って、初回オークションを実施しました長期脱炭素電源オーク

ションというものにおいて 100 万ｋＷ以上が落札されております。蓄電池の市場環境の整

備、先ほど需給調整市場に触れましたけれども、この需給調整市場、今、蓄電池もまさに入

りつつあるというところであります。 

 そうした中でということで、現状と今後の見通しになります。現状につきましては、17ス

ライドをご覧ください。最初のトピックでも触れました、かなりの勢いでの導入状況という

ことで、ここは動きが相当速くなっているというふうに見ております。１年前にこの接続の

検討が 1,000万ｋＷを超えているということで、かなりの量だということは、この場でもコ

メントいただきましたけれども、１年足らずの間にそれが約 4,000万ｋＷ増えていると。そ

れから接続が 300万ｋＷを超えてきているということで、恐らくこのペースでいくと、相当
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な勢いで今のところ入ってくるということが見込まれております。これはこれで一つ歓迎

すべきことである一方、将来を見据えたときには、より蓄電池の質といいましょうか、さら

にはその容量、中身というところでは、もう少し長期のものが必要になってくるのではない

かと考えております。 

 例えばということで言いますと、20 ページの右下のグラフにありますけれども、太陽光

の出力制御との関係でも、３時間程度の蓄電容量というよりは、もっと長いもの、５時間、

６時間というのが必要になってくるということでありますし、今後より風力が入ってきま

すと、数時間というよりは、もっと長い貯蔵時間というのが求められてくるところでありま

す。そういった問題意識から、各国でも、長時間の容量の蓄電池、あるいは 21ページでは、

100時間という長時間容量の電力貯蔵システムというものの取組が始まっておりまして、こ

ういった点は今後のエネルギーミックスの議論におきましても、どういった電力貯蔵装置、

設備が必要になるかというのは非常に重要な課題というふうに考えております。 

 そうした中で 23ページになりますけれども、今後ということで言いますと、今し方申し

上げた、エネルギー政策全体との整合性というのはもちろんのこと、足元では、かなり充実

した導入支援措置ということと、需給調整市場もあります。いろいろな市場がある中で、蓄

電池事業者も試行錯誤ではありますけれども、場合によっては、それがかなりの市場での高

値につながっているケースもあるということで、これからこの先も導入が拡大するという

中での支援装置、相互の整合性、全体的なバランス、そうした導入の後押しという面と、規

律という面、蓄電池がどのように全体の中で動いていくかといった点については、さらに検

討を深めていく必要があるというふうに考えております。 

 事務局からのご説明は以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。それでは、ネットワークの次世代化、それから需給調整市場の

関係、三次調整力②ですけれども、それから、今の系統用蓄電池、これを一括して、皆さん

からご意見、ご質問を受けたいと思います。先ほどと同様に会議チャット欄でお願いしたい

と思いますが、いかがでしょうか。どなたがいらっしゃるんでしょうかね。蓄電池の話もか

なり今、急激に変化しつつあるということでありまして。 

 長山委員、どうぞ。 

○長山委員 

 資料３と４で一個ずつなんですけども、資料３のスライド 24で、日本海海底直流送電は

プロジェクトファイナンスでＳＰＣが組成されて、事業報酬率の設定ということで、これは

欧州の英国とドイツを結んでいる、ノイコネクトというプロジェクトがありまして、そこは

東電さんと関電さんも入っているんですけども、それともほぼ同じような事業構造である

と。収入は英国側とドイツ側両方から入って、英国側は、キャップ＆フロアで、キャップも

ありつつも、トレーダーが、うまくこうやれば潮流が多くなって、収入が増えるという、事

業者の努力が反映されるような形になっているんです。かつ、フロアでファイナンスが取れ
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る最低レベルを設定していると。 

 ドイツ側のほうは、総括原価でやっているということで、こういった事例を参考にしなが

ら、組まれていったらいいんじゃないかなというふうに思いました。 

 それで、資料４のほうなんですけども、これはほかの委員会で話していると思うんですが、

資料４のスライド９と 10 のほうで、これは、スライド９、その次ですね。東京地域とか、

いろいろな地域の落札の状況が書いてあると思うんですけども、東京と中部は、多分火力が

少ないのは、ＪＥＲＡさんとかが多分入札していないからというふうな理解でいるんです

けども、事業者側から見ると、需給調整市場だけじゃなくて、ＪＰＥＸですとか、ｋＷｈで

すとか、余力活用契約とか、いろいろなポートフォリオの中で、この需給調整市場とか余力

活用契約とか、いろいろな市場を見ているので、やはりこの需給調整市場が魅力あるような

市場になるようにしなければいけないと。例えば起動費が、需給調整市場では完全に回収で

きなくて、余力活用市場でもし回収できるんだったら、そっちのほうに行けるようになると

思いますので、やはりこの言いたいことは、市場ごとにその構造を見るということ、需要と

供給者が誰なのかというのを見るということと、市場の特性を見るということと、あとスラ

イド 19 のほうに、制度検討作業部会で話された、19 のほうですね。ＡからＦまで、これ、

すみません。ページが変わっちゃっていますね。ＡからＦまである対応策について、適切な

場で検討されることが重要ではないかなと。 

 ＴＳＯは、実需給までに必要な調整力を確保する必要があるという大前提がありまして、

全体最適の中で市場調達に限らず、余力活用契約とか、いろいろな方法で確保しているとい

うことで、この大前提を崩さずに、適度な競争があるようにできるものから、ＡからＦので

きるものから採用していくというのがいいんじゃないかなと思いました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次、小野委員、どうぞ。 

○小野委員 

 ありがとうございます。まず資料３についてです。ネットワークの次世代化を進める上で

は、データセンターや半導体工場など、大規模な新規需要の発電適地への誘導、加えて需要

拡大に対応した電源開発など、総合的な検討が必要ではないかと思います。 

 ＤＸやＧＸなど、将来に向けて我が国が進めようとしている政策の検討に当たっては、電

力インフラをいかに整備するのかという視点も加えるべきだと考えます。個別の系統整備

計画についても、立地誘導を念頭に置いて進めるべきと考えます。具体策の検討を深めてい

ただきたいと思います。 

 続いて資料４についてです。需給調整市場における約定量の動向を見ると、全般的に募集

量に対して応札量が少なく、さらにエリアによっても応札量や電源構成に非常に大きな差

があります。調整力の調達に支障は生じていないということですが、まずはこのような落札
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結果になった原因をしっかりと分析いただきたいと思います。その上で、必要な量が適切な

価格で調達されるよう、対応を検討することが重要と考えます。 

 最後に資料５についてです。蓄電池は、太陽光発電等、変動性のある電源の大量導入と需

要等をマッチングする上で非常に重要です。2023 年度の長期脱炭素電源オークションで大

量の応札があったことは、蓄電池が事業者にとってもプロフィタブルなビジネスであるこ

とを伺わせます。資料にも記載の通り、今後参入拡大が想定される蓄電池ビジネスが、持続

可能で信頼される発電事業として自立していけるよう、適切な規律や制度の検討をお願い

したいと思います。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次、岩船委員、どうぞ。 

○岩船委員 

 ご説明ありがとうございました。私は資料３の需要のネットワークの増強の件で発言し

たいと思います。今、足元でその大規模需要、ここですね。39 ページにあったと思うんで

すけれども、新規需要ということが、にわかにかなり議論されて、なるべくプッシュ型でそ

ういう需要を受け入れるべきという議論が進んでいるように思いますけれども、やはりこ

の大規模な新規需要で電力が増える分と、あとは様々な電化によって、例えばＥＶですとか、

熱需要の転換みたいなもので電気が増える分と、あとはＣＯ２対策ですね。設備が必要にな

る部分というのは、やっぱり段階として分けていって考える必要があるのではないかと思

います。 

 熱需要等の転換に関しては、ある意味、一次エネルギー、化石燃料を削減して電気になる

分なので、まさしくこのＣＯ２を減らす方向として積極的に進めていく方向だと思います。

ただ、これから増える新規需要というのは、恐らくデータセンターや半導体工場というのは、

産業政策的には非常に重要なわけですけれども、ＣＯ２の観点から見ると、かなり増えてく

需要にほかならないわけで、そこに関して、例えば積極的に使用側の対策なしに、全て受け

入れるような系統整備を行っていくというのは、やっぱり大きな問題があるんではないか

と思います。それを一般負担でしていくとなると、やはり国民への説明の問題もあると思い

ます。もちろん産業政策としては重要なので、自治体や国から追加的な、これらの需要をつ

なぐための支援というのはあってもいいとは思うんですけれども、そこをやはり託送料金

で回収するのとは少し分けて考える必要があるのではないかと思いました。 

 先ほど小野委員からもあった、立地誘導というのは、やはりマストとして進めていくべき

ですし、さらには半導体工場は難しいかもしれませんが、データセンターに関しては、需要

の弾力性を最大限引き出せるような情報を需要家からも提供してもらい、それを踏まえた

上で系統整備を行っていくというのが重要だと思いました。そのような検討をお願いした

いと思います。 



44 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は松村委員ですね、どうぞ。 

○松村委員 

 松村です。聞こえますか。 

○山内委員長 

 聞こえております。 

○松村委員 

 資料３に関して、１点コメントがあります。大規模な投資というのを控えていて、典型的

にｷｬﾎﾝのようなものに関して、直流送電のようなものに関して、特別目的会社というのを作

ってということが説明されています。もっともだと思います。 

 それで、これはまず最初に整理していただきたいのは、その本来はコーポレートファイナ

ンスが望ましいのだけれどというか、自然なのだけれど、でもいろいろな問題から、それは

とても難しいので、特別目的会社というのをつくらざるを得ないという、そういう発想なの

か、あるいはもうもうこういう大規模なものは、特別目的会社というのをつくるほうが、あ

る種、透明性も高まるし、そこだけ切り離して収支だとかも分かるので、見えやすくなるの

で、むしろそっちのほうが望ましい。だから、今起こっている動きというのは、もうこっち

を前提にすればいいんだという、そういう話なのかというのを、まず頭で整理していただけ

ればと思います。 

 なぜこんなことを言っているのかというと、コーポレートファイナンスにすると、ﾀﾎﾝの

ほど大規模なものなら、もうそれ以外の選択肢はないとは思うんですけれど、もう少し規模

の小さなものに関して、特別目的会社をつくるインセンティブというのを強みかねないと

いうか、コーポレートファイナンスだと託送料金上不利になるというようなことがもしあ

るのだとすると、そちらも見直して、コーポレートファイナンスをしたら不利になるから、

本当はそちらが望ましいのにもかかわらず、特別目的会社化するとかというようなことが

ないようにするという対応も必要だと思います。その点について、そもそも託送料金の制度

というのは、何かこういう大規模な投資というのがあり得るとすると、変える必要はないの

か。大規模な投資をするとすれば、多分今までの、今、金利が上がっているという局面で、

今までの金利というのでは、追加で資金調達するときには到底できないとかというような

ことを柔軟に考える余地というのは本来あるし、いろいろな工夫ができると思いますので、

その点について検討する必要がないかどうかということ自体もちょっと考えていただけれ

ばと思います。 

 次に、この特別目的会社をつくって、その後、具体的な契約ってどんな感じになるんでし

ょうかということを、どこかの段階でどこかの委員会で示していただけるととてもありが

たいのですが、もちろん契約の細部なんていうのを議論するなんていうのは全くナンセン
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スだと思いますが、例えばこの特別目的会社がそのコストを回収するというのは、実際に設

備が運開した後の収入というので賄っていくのでしょうか。あるいは建設途中のものでも、

建設仮勘定、もう既存の制度とバッティングするのかもしれないのだけれど、そこを変えて

でも、建設途中から収入が入ってくる、利払いというのは当然発生するわけですから、収入

が入ってくるというような形にするのか、具体的に言うと運開が遅れるということだって

十分あり得るのだけれど、そのリスクというのは全部この会社に負わせるのか、あるいはそ

の一定カバーするという制度にするのかということを念頭に置かないと、いろいろな議論

というのが混乱するのではないかと思います。典型的にこんなタイプの回収を考えていま

すということを、もちろん今日示していただければあれなんですけど、そうでなければ、ど

こかの機会で、どこかの委員会で出していただけると、より具体的な議論というのができる

のではないかというふうに思いました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 次はあれですかね。委員の方はこれで、ほかにいらっしゃいますか。 

 それではよろしければ、増川オブザーバーからお願いいたします。 

○増川オブザーバー 

 太陽光発電協会の増川でございます。ご発言の機会をいただきまして、ありがとうござい

ます。 

まず資料３、電力ネットワークの次世代化について、これにつきましては、先ほど岩船委

員からご発言がございましたけれども、需要が、大規模需要地立地への対応もそうですけれ

ども、住宅、それから業務用、産業用を含めた需要側の対策、それから柔軟性が大変重要に

なってくると思いますので、その需要側の対策と一体的に電力ネットワークの次世代化を

進めていただくことによって、全体最適、それからコスト効率的な脱炭素化が推進できると

思いますので、そういった観点でぜひご検討を進めていただければと思います。特に太陽光

の場合は、これ以上、昼間発電が集中するわけでして、今後さらなる普及拡大、それから主

力化を進めるに当たりましては、需要側の対策なくしてそれはなかなか難しいと考えてお

ります。ですので、ヒートポンプ給湯器への活用、それから電化の推進、電気自動車もこれ

から増えていくと思いますけれども、そういった蓄電能力、あるいは熱でためるといったこ

とが、社会的にそれが普通になってくれば、太陽光の変動する供給力にも対応できると思い

ますので、そういう方向づけで検討いただければと思います。 

 ２点目は、資料４の三次調整力②の関係でございますけれども、今、大変困った状況であ

るということを理解しております。この対応策といたしまして、そもそもその三次調整力②

をどうやって減らしていくかという観点でございますけれども、まず一つは、皆さんご承知

のとおり、ＦＩＴからＦＩＰの移行を強力に進めることがそもそもの三次調整力②を減ら

すことになると思います。それはこの委員会でもいろいろご議論いただいておりますので、
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ぜひ進めていただければと思います。 

 それから、ＦＩＴ特例①、ＦＩＴ特例③が関係しているわけですけども、その小売買取り

でございますＦＩＴ特例①をできればＦＩＴ特例③に移行をさせることが一つ、もしかす

ると送配電買取りのＦＩＴ特例③になれば、送配電事業者の手の内でいろいろできること

が増えると思いますので、ＦＩＴ特例③への移行というのもぜひご検討いただければと思

います。 

 それから、三次調整力②としては、主に火力、それから揚水が対応されていると理解して

おりますけども、それらを補完するという意味で、ぜひ、変動性再エネの調整力、出力制御

ということで、制御の機器もどんどん導入されておりますし、出力を下げるということは瞬

時にできることでございますし、抑制されている時間帯であれば、出力を上げることも技術

的には可能でございますので、制度的にはなかなか簡単にいかないということは承知して

おりますけども、ぜひそういった方向を検討いただいて、そういう火力、揚水を補完すると

いう役割を変動性再エネに持たせるということもご検討いただければと思います。 

 それから、資料５の系統用蓄電池につきましても、今、普及が進みつつあるということで、

いろいろな制度的な課題も出てきているということをご理解いたしました。この系統用蓄

電池、非常にこれから我々も重要になってくると思いますし、それをいかにスピード感を持

って増やしていくということが重要だと認識しております。 

 一方、再エネ電源併設の蓄電池も同様に重要になってくると思います。特に系統用蓄電池

の役といたしましては、エリア全体の需給バランス調整に非常に威力を発揮すると思うの

ですけれども、そのエリア内の混雑処理というのは、なかなか難しいと思います。そういっ

た意味では、再エネ電源併設の蓄電池というのも非常に重要な役割を担っていくと思いま

すので、場合によっては、再エネ併設の蓄電池をアグリゲートして、どこか１か所にまとめ

て、例えば配電用変電所単位になるかもしれませんけれども、そういった方向で活用してい

く、それを再エネ電源の事業者が自らそれを設置していくという方向もあり得ると思いま

すので、そういったこともぜひご検討いただければと思います。 

 私からは以上でございます。ありがとうございました。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、次は送配電網協議会の山本オブザーバー、どうぞ。 

○山本オブザーバー 

 ありがとうございます。送配電網協議会の山本でございます。私から資料３と４について

発言させていただきたいと思います。 

 まず資料３の 39ページですけれども、大規模な新規需要への対応としまして、情報公開

の必要性について言及いただいております。一般送配電事業者としましても、ウェルカムゾ

ーンマップの公開等によりまして、立地誘導等による新たな需要創出に寄与する対応につ

いて積極的に取り組んでまいります。 
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 次に 43ページの一般送配電事業者による系統整備の早期着手についてコメントさせてい

ただきます。 

 データセンターや半導体工場といった大規模な需要を対象に、需要家からの申込みの前

に先行着手を行うということは資料にも記載されておりますとおり、仮に想定した需要が

連系されなかった際に、不要あるいは余剰となる設備についてエリアの託送料金への影響

を踏まえて考えますと難しい側面がありまして、契約を締結してから工事に着手すること

が基本と考えてございます。 

 なお、大規模需要に対して早期に電力供給を開始するための方策としましては、最初から

最終的な需要規模に必要な系統整備を実施するのではなくて、需要家から詳細な電力使用

計画を連携いただいた上で、まずは小規模な系統増強で電力供給を開始して、その後に段階

的に系統を構築していくといった対応を考えられますので、工期に整合させた工程調整に

ついて、一般送配電事業者としてもご相談させていただきたいと思います。 

 また、実際の電気の使用者による申込みが難しい場合には、例えば産業立地を計画する代

表者の方などに契約申込みを行っていただきまして、調査工事などを可能な範囲で進める

といったような対応も考えられるのではと思っております。 

 次に資料４の 14ページに記載がございますけれども、本年４月に三次②の需給調整市場

の取引価格の高騰が発生してございまして、現在関係審議会において取引価格の高騰の状

況、要因と対応策に関してご議論いただいております。このような状況から、15 ページに

記載がありますように、前日商品の調達費用高騰に対して５月１日の受渡分から、週間商品

であります二次②と三次①の前日における追加調達の一時中断の対応を行ってございます。 

 また 18ページには、対応策の基本的な考え方が示されております。 

 22 ページに記載がありますように５月 27 日の制度検討作業部会での議論を踏まえまし

て、６月１日の受渡分から三次②の調達募集量を見直すことで対応を進めてございます。 

 一般送配電事業者としましても、今後とも国や広域機関等と連携しまして、これらの対応

策の検討に協力してまいります。どうぞよろしくお願いいたします。 

 私から以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は、広域機関の大山オブザーバー、どうぞ。 

○大山オブザーバー 

 はい、広域機関、大山でございます。ありがとうございます。 

 私からは資料３の 34ページ、混雑管理手法及び混雑緩和策について発言させていただき

ます。 

 時間の関係もあったかと思いますので、詳しいご説明はありませんでしたけれども、市場

主導型の混雑管理手法について挙げていただいております。これは単なる混雑管理手法で

はなくて、第 49回の本小委員会でも論点化していただいたように、系統混雑を回避するよ
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うに需要と電源が立地する、いわゆる立地誘導インセンティブも備えた合理的な設備形成

に関する重要な制度、取組だと考えております。 

 これまでの皆様のご発言とも関連しますけれども、混雑管理とは、発生してから事後的に

対応するだけでなく、電源、需要立地を促すなどして、そもそも系統混雑が発生しないよう

事前に対応できることが望ましいと考えております。したがって、今回提案いただきました

ように、引き続き検討を深めていくことが重要と考えております。 

 これら技術的検討には、広域機関としても引き続き協力していきたいと思っております。 

 私からは以上です。どうもありがとうございました。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、次は東京電力ＰＧの片岡オブザーバーですね。どうぞ、ご発言。 

○岡本オブザーバー（代理：片岡氏） 

 ありがとうございます。東京電力パワーグリッドの片岡でございます。本日、岡本の代理

で参加させていただいております。よろしくお願いいたします。 

 私から先ほど広域機関の大山理事長からご発言いただいたのとちょっと同様な趣旨のお

話をさせていただければと思っていたところでございました。ネットワークの次世代化の

ところで、これからの系統混雑をどう対応していくかというところで、やはりこの系統混雑

で市場主導型の対応をするということは、ちょっと重複してしまいますが、価格シグナルを

示すことで、今回の別の論点で挙がっております、新規需要の立地とか、あるいは蓄電池の

導入、あるいは蓄電池などの分散リソースの活用、拡大にそれが寄与して、さらに再エネ大

量導入につながっていくというふうに考えているところでございます。そういった意味で、

この市場主導型の混雑管理手法ということについての検討についても、うまくほかの新規

需要等の立地インセンティブも含めて、どういうタイミングで進めていったらどうかとい

うのも含めて、ぜひご検討いただければと思っております。よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、次は東京電力ＰＧの片岡オブザーバーですね。どうぞ、ご発言。 

○岡本オブザーバー（代理：片岡氏） 

 ありがとうございます。東京電力パワーグリッドの片岡でございます。本日、岡本の代理

で参加させていただいております。よろしくお願いいたします。 

 私から先ほど広域機関の大山理事長からご発言いただいたのとちょっと同様な趣旨のお

話をさせていただければと思っていたところでございました。ネットワークの次世代化の

ところで、これからの系統混雑をどう対応していくかというところで、やはりこの系統混雑

で市場主導型の対応をするということは、ちょっと重複してしまいますが、価格シグナルを

示すことで、今回の別の論点で挙がっております、新規需要の立地とか、あるいは蓄電池の
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導入、あるいは蓄電池などの分散リソースの活用、拡大にそれが寄与して、さらにそれが再

エネ大量導入につながっていくというふうに考えているところでございます。そういった

意味で、この市場主導型の混雑管理手法ということについての検討についても、うまくほか

の新規需要との立地インセンティブも含めて、どういうタイミングで進めていったらどう

かというのも含めて、ぜひご検討いただければと思っております。よろしくお願いいたしま

す。 

 以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 ほかにご発言はよろしいですか。 

 それじゃあ、事務局のほうからコメントいただければと思います。 

○小川電力基盤課長 

 本日も多角的にご意見いただき、ありがとうございました。まず資料３、ネットワークの

関係では、今後の検討の進め方、今し方コメントいただきました混雑緩和も含めてしっかり

検討していければと思います。そうした中でも、比較的足の早いものとしては、松村委員か

らはご要望もいただきました、これはまた別の場でとは思いますけれども、ＳＰＣを使った

ファイナンスの仕組みのところ、それから特に新規の需要立地のところについては、先ほど

送配電網協議会からも具体のご意見もいただいておりますので、今後検討を深めていけれ

ばと思っております。 

 それから資料４での需給調整市場、長山委員からも全体最適の中で、その中でものインセ

ンティブづけのお話もありました。今ここの市場をどう見るかというのは、いろいろな場で、

関係する場で検討がなされておりますし、一昨日は電取委のところでもこの検討が行われ

ております。 

 ご指摘がありましたように、それぞれのエリアによって、ちょっと違いも出ているという

ところではありますので、どの部分が制度的な面に由来するのか、あるいはどの部分が個別

の事業者の応札行動に由来するのか、その辺をよく分析した上で、必要な対応策を講じてい

きたいというふうに考えております。 

 事務局からは以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 資料３、４、５ですけれども、今日、ここで何か決めるという話ではないので、引き続き

ご検討と、それからまたご報告いただくこともあると思います。よろしくお願いいたします。 

 ほかに特段の、江崎委員からあれですか。あ、違う。ちょっとご意見がここにある、もし

よろしかったらどうぞ。 

○江崎委員 

 もう数秒で終わります。これ、先ほど東電ＰＧさんからございましたし、市場誘導型でと
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いうのも、ＯＣＣＴＯのほうでもやっぱりやりたいというところ、これはつまり千葉県の印

西市の環境整備というのは、まさに市場主導型で、要はそこに入る人と電力会社がちゃんと

議論を打ってきて、環境整備ができたというふうに認識しておりますし、そう動いたわけで

すので、そこは非常にサクセスフルな、成功した事例として、しっかり情報共有するのが重

要かと思いました。 

 

３．閉会 

 

○山内委員長 

 ありがとうございます。よろしゅうございますかね。 

 それでは、本日も大変熱心なご議論をいただきまして、ありがとうございました。以上で、

本日の議事は終了としたいと思います。 

 次回の開催について、事務局からありますか。 

○日暮新エネルギー課長 

 次回の委員会については日程が決まり次第、経済産業省のホームページでお知らせいた

します。 

○山内委員長 

 それでは、本日の委員会終了とさせていただきますが、皆さんのご協力によって、時間内

に終わることができました。どうもありがとうございました。 

 


